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憲法保障における機能的等価物の比較憲法学的研究（二）﻿

憲
法
保
障
に
お
け
る
機
能
的
等
価
物
の
比
較
憲
法
学
的
研
究
（
二
）

─
─
日
本
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
及
び
ソ
ビ
エ
ト
社
会
主
義
共
和
国
連
邦
の

実
践
を
対
象
に
─
─

ウ
ミ
ロ
フ
　
フ
ィ
ト
ラ
ト

は
じ
め
に

第
一
章　

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
に
お
け
る
合
憲
性
審
査
制
の
沿
革

　

第
一
節　

�

ソ
ビ
エ
ト
社
会
主
義
共
和
国
連
邦
に
お
け
る
憲
法
保
障
制

度
の
登
場

　

第
二
節　

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
最
高
裁
判
所
の
構
成
と
そ
の
活
動
の
実
際

　

第
三
節　

�

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
に
お
け
る
特
別
機
関
に
よ
る
違
憲
審
査
制

の
登
場
（
以
上
、
七
一
巻
二
号
）

第
二
章　

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
に
お
け
る
合
憲
性
審
査
制

　

第
一
節　

憲
法
裁
判
所
に
よ
る
合
憲
性
審
査
制

　
　

一　

憲
法
裁
判
所
に
よ
る
合
憲
性
審
査
の
法
的
問
題

　
　

二　

憲
法
裁
判
所
の
立
法
発
議
権
と
判
決
の
効
力

　
　

三　

具
体
的
規
範
統
制
の
実
現
と
対
立
す
る
事
項

第
三
章　

�

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
に
お
け
る
合
憲
性
審
査
制
の
機
能

的
等
価
物

　

第
一
節　

�

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
判
所
の
憲
法
保
障
に
お

け
る
役
割

　

第
二
節　

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
判
所
総
会
の
実
際

　

第
三
節　

�

現
代
の
ロ
シ
ア
連
邦
最
高
裁
判
所
に
よ
る
憲
法
保
障
の
実

践
（
以
上
、
本
号
）

第
四
章　

�

合
憲
性
審
査
制
の
機
能
的
等
価
物
と
し
て
の
法
令
案
事
前
審
査
制

　

第
一
節　

�

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
司
法
省
に
よ
る
法
令
案
事
前
審

査
過
程

　
　

一　

司
法
省
に
よ
る
法
令
案
事
前
審
査
の
評
価

　

 

第
二
節　

�

日
本
に
お
け
る
内
閣
法
制
局
に
よ
る
法
案
事
前
審
査
過
程

　
　

一　

内
閣
法
制
局
に
よ
る
法
案
事
前
審
査
の
評
価

第
五
章　

憲
法
保
障
理
論
の
再
考
察

　

 
第
一
節　

憲
法
保
障
の
理
論
的
構
成

　
　

一
保
障
に
お
け
る
「
憲
法
」
と
「
憲
法
典
」
の
区
別

　
　

二　

憲
法
保
障
の
敵

第
六
章　

結
論
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論　　　説

第
二
章　

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
に
お
け
る
合
憲
性
審
査
制

第
一
節　

憲
法
裁
判
所
に
よ
る
合
憲
性
審
査
制

　

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
に
お
け
る
憲
法
裁
判
所
に
よ
る
合
憲
性
審
査
制
に
関
し
て
は
、
そ
の
設
立
の
必
要
性
を
示
し
た
原
因
に
つ

い
て
学
説
上
の
説
明
が
な
い
。
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
が
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
構
成
共
和
国
の
一
つ
で
あ
っ
た
と
い
う
様
相
の
結
果
、
ソ

ビ
エ
ト
連
邦
に
お
い
て
登
場
し
た
制
度
を
継
続
的
に
導
入
し
て
き
た
と
い
う
こ
と
が
原
因
と
し
て
考
え
ら
れ
る
。

　

ま
ず
、
一
九
九
〇
年
三
月
の
「
一
九
七
八
年
に
制
定
さ
れ
た
ウ
ズ
ベ
ク
・
ソ
ビ
エ
ト
社
会
主
義
共
和
国
憲
法
の
改
正
に
関
す
る
」
法

律
に
伴
い
、
大
統
領
職
の
設
置
と
と
も
に
、
憲
法
監
督
委
員
会
が
創
設
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
一
九
九
〇
年
六
月
二
〇
日
「
ウ
ズ
ベ

キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
監
督
に
関
す
る
」
法
律
が
制
定
さ
れ
、
同
法
に
よ
る
と
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
に
お
け
る
憲
法
監
督
の
目
的
は
、

法
規
範
（
法
令
な
ど
）
の
一
九
七
八
年
の
憲
法
へ
の
適
合
性
の
審
査
、
個
人
の
憲
法
上
の
権
利
及
び
自
由
並
び
に
国
民
の
憲
法
上
の
権

利
の
保
護
、
そ
し
て
ソ
ビ
エ
ト
社
会
の
民
主
主
義
的
基
盤
の
保
護
に
あ
っ
た
。
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
監
督
委
員
会
は
、
政
治

及
び
法
分
野
の
専
門
家
か
ら
選
挙
さ
れ
る
委
員
長
、
副
委
員
長
、
そ
し
て
カ
ラ
カ
ル
パ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
か
ら
の
代
表
一
名
を
含
み
、

委
員
九
名
を
以
て
構
成
さ
れ
た
。
憲
法
監
督
委
員
会
の
委
員
長
、
副
委
員
長
及
び
他
の
委
員
は
最
高
ソ
ビ
エ
ト
（
立
法
府
）
に
よ
っ
て

十
年
の
任
期
で
選
挙
さ
れ
て
い
た
。
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
監
督
委
員
会
は
、
最
高
ソ
ビ
エ
ト
の
審
議
に
付
さ
れ
た
法
律
案
そ

の
他
の
ア
ク
ト
案
、
最
高
ソ
ビ
エ
ト
が
制
定
し
た
法
律
そ
の
他
の
ア
ク
ト
、
そ
し
て
、
カ
ラ
カ
ル
パ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
の
一
九
七

八
年
の
憲
法
と
の
適
合
性
を
審
理
す
る
権
利
を
有
し
て
い
た
。
ま
た
、
大
統
領
令
、
最
高
ソ
ビ
エ
ト
議
長
の
命
令
及
び
処
分
、
カ
ラ
カ

ル
パ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
の
法
律
、
大
臣
会
義
（
政
府
）
の
命
令
及
び
処
分
、
批
准
ま
た
は
承
認
の
た
め
に
提
出
さ
れ
た
条
約
そ
の
他
の

国
家
機
関
及
び
社
会
団
体
の
法
規
範
の
一
九
七
八
年
の
憲
法
へ
の
適
合
性
を
審
理
す
る
も
の
と
さ
れ
て
い
た
。
た
だ
し
、
裁
判
所
の
判

（
26
）
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憲法保障における機能的等価物の比較憲法学的研究（二）﻿

決
と
の
他
の
裁
判
、
具
体
的
な
事
件
に
つ
い
て
捜
査
取
調
査
機
関
、
検
察
庁
及
び
国
家
仲
裁
機
関
の
決
定
に
は
、
憲
法
監
督
委
員
会
の

監
督
は
及
ば
な
い
と
さ
れ
て
い
た
。

　

一
九
九
二
年
一
二
月
八
日
に
独
立
し
た
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
が
制
定
さ
れ
、
新
憲
法
に
よ
り
憲
法
裁
判
所
が
設
置
さ
れ
る

こ
と
に
な
っ
た
。
一
九
九
三
年
五
月
六
日
に
憲
法
裁
判
所
法
が
制
定
さ
れ
、
同
法
に
よ
る
と
、
憲
法
裁
判
所
は
、
長
官
、
副
長
官
、
憲

法
裁
判
秘
書
、
他
の
裁
判
官
八
名
（
カ
ラ
カ
ル
パ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
か
ら
の
代
表
一
名
を
含
む
）
の
計
一
一
名
の
裁
判
官
を
以
て
構
成

さ
れ
た
。
憲
法
裁
判
所
の
裁
判
官
の
任
期
は
五
年
と
さ
れ
た
。
裁
判
所
の
裁
判
官
は
大
統
領
の
提
案
に
基
づ
い
て
国
会
に
よ
り
選
ば
れ

た
（
同
法
第
二
条
・
三
条
）。

　

一
九
九
五
年
六
月
三
〇
日
、
旧
憲
法
裁
判
所
法
に
代
わ
っ
て
新
し
い
憲
法
裁
判
所
法
が
公
布
さ
れ
た
。
同
年
、
一
二
月
二
二
日
に
新

国
会
に
よ
り
憲
法
裁
判
所
長
官
を
は
じ
め
と
す
る
裁
判
官
七
名
が
選
ば
れ
、
憲
法
裁
判
所
は
、
そ
の
後
、
実
際
に
活
動
を
開
始
し
て
い

く
こ
と
に
な
っ
た
。

　

憲
法
裁
判
所
法
に
よ
る
と
、
憲
法
裁
判
所
は
、
大
統
領
の
提
案
に
基
づ
い
て
、
国
会
の
上
院
に
よ
り
選
ば
れ
、
長
官
、
副
長
官
そ
の

他
の
裁
判
官
五
名
（
カ
ラ
カ
ル
パ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
の
代
表
一
名
を
含
む
）
の
計
七
名
の
裁
判
官
を
も
っ
て
構
成
さ
れ
る
。
次
に
、
憲

法
裁
判
所
の
裁
判
官
の
任
期
は
、
五
年
と
さ
れ
て
い
る
。
同
法
は
憲
法
裁
判
所
の
権
限
に
つ
い
て
次
の
よ
う
に
定
め
て
い
る
。
①
ウ
ズ

ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
の
法
律
、
国
会
両
議
院
の
議
決
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
大
統
領
の
命
令
、
政
府
に
よ
る
規
定
並
び
に
ウ
ズ
ベ

キ
ス
タ
ン
共
和
国
の
国
際
的
条
約
上
の
責
務
の
憲
法
へ
の
適
合
性
審
査
の
権
限
（
第
一
条
、
第
一
号
）、
②
カ
ラ
カ
ル
パ
キ
ス
タ
ン
共

和
国
憲
法
の
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
へ
の
適
合
性
及
び
カ
ラ
カ
ル
パ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
の
法
律
の
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
の

法
律
へ
の
適
合
性
に
つ
い
て
意
見
を
述
べ
る
権
限
（
同
項
第
二
号
）、
③
憲
法
及
び
法
律
の
規
定
の
有
権
解
釈
の
権
限
（
同
項
第
三

号
）
並
び
に
④
憲
法
及
び
法
律
に
よ
り
憲
法
裁
判
所
の
権
限
に
属
す
る
他
の
事
件
を
審
理
す
る
権
限
で
あ
る
（
同
項
第
四
号
）。
ま
た
、

（
27
）

（
28
）

（
29
）
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論　　　説

憲
法
八
三
条
に
よ
り
、
憲
法
裁
判
所
に
法
案
発
議
権
が
与
え
ら
れ
て
い
る
。

　

憲
法
裁
判
所
法
に
よ
る
と
、
国
会
の
両
議
院
、
大
統
領
、
立
法
院
議
長
、
上
院
議
長
、
カ
ラ
カ
ル
パ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
議
会
、
立
法

院
の
総
議
員
の
四
分
の
一
以
上
の
議
員
グ
ル
ー
プ
、
上
院
の
総
議
員
の
四
分
の
一
以
上
の
議
員
グ
ル
ー
プ
、
最
高
裁
判
所
長
官
、
最
高

経
済
裁
判
所
及
び
検
事
総
長
が
憲
法
裁
判
所
の
権
限
に
属
す
る
事
案
を
憲
法
裁
判
所
に
提
出
す
る
権
限
を
有
す
る
（
第
一
九
条
前
段
）。

さ
ら
に
、
憲
法
裁
判
所
の
裁
判
官
に
も
事
案
提
出
の
権
限
が
与
え
ら
れ
て
お
り
、
そ
の
権
限
が
憲
法
裁
判
所
三
名
以
上
の
裁
判
官
の
発

議
に
よ
り
行
使
さ
れ
る
と
定
め
ら
れ
て
い
る
。

　

二
〇
一
七
年
五
月
三
一
日
に
新
憲
法
裁
判
所
法
が
制
定
さ
れ
、
憲
法
裁
判
所
の
権
限
に
関
し
て
追
加
的
に
次
の
三
つ
の
条
項
が
定
め

ら
れ
た
。
そ
れ
ら
は
、
①
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
大
統
領
に
よ
っ
て
署
名
さ
れ
る
前
の
段
階
に
お
け
る
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲

法
上
の
法
律
及
び
国
際
条
約
の
批
准
に
関
す
る
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
法
律
の
憲
法
へ
の
適
合
性
審
査
の
権
限
、
②
具
体
的
事
件
に

お
い
て
適
用
さ
れ
る
法
令
の
合
憲
性
審
査
に
つ
い
て
の
下
級
裁
判
所
の
発
議
に
基
づ
い
た
最
高
裁
判
所
の
申
立
審
査
の
権
限
、
③
各
年

度
に
お
け
る
合
憲
性
審
査
活
動
に
つ
い
て
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
国
会
及
び
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
大
統
領
に
対
し
て
報
告
を
行

う
こ
と
な
ど
で
あ
る
。
ま
た
憲
法
裁
判
所
の
権
限
に
属
す
る
事
案
を
そ
の
憲
法
裁
判
所
に
提
出
す
る
権
限
を
も
つ
者
に
つ
い
て
は
、
ウ

ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
国
会
の
オ
ン
ブ
ズ
マ
ン
に
も
事
案
を
提
出
す
る
権
限
を
与
え
て
い
る
（
憲
法
裁
判
所
法
（
新
訂
）
第
二
五
条
）。

　

憲
法
裁
判
所
法
に
よ
る
と
、
裁
判
は
、「
国
家
間
の
条
約
及
び
法
規
範
の
憲
法
適
合
性
に
つ
い
て
審
理
を
し
た
事
件
の
実
体
」
に
関

す
る
も
の
を
「
判
決
（qaror

）」
と
い
い
、
そ
の
他
の
場
合
の
も
の
を
「
意
見
（xulosa

）」
と
い
う
。
憲
法
裁
判
所
の
判
決
、
意
見

そ
の
他
の
裁
判
は
、
大
量
情
報
手
段
に
お
い
て
公
表
さ
れ
、
公
布
の
時
か
ら
効
力
を
発
す
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。
違
憲
と
認
め
ら
れ

た
法
律
そ
の
他
の
法
規
範
は
、
そ
の
公
布
の
時
か
ら
効
力
の
な
い
も
の
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。

　

憲
法
裁
判
所
の
裁
判
は
、
最
終
の
も
の
で
あ
っ
て
上
訴
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
さ
れ
て
お
り
、
国
家
権
力
お
よ
び
行
政
の
す
べ
て

（
30
）

（
31
）

（
32
）

（
33
）
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の
機
関
並
び
に
企
業
、
施
設
、
組
織
、
社
会
団
体
、
役
職
及
び
市
民
に
対
し
て
拘
束
を
持
つ
。
た
だ
し
、
憲
法
裁
判
所
は
、
次
の
場
合

に
限
り
、
職
権
に
よ
り
そ
の
裁
判
を
見
直
す
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
。
①
憲
法
訴
訟
に
お
い
て
新
た
な
事
実
が
発
見
さ
れ
た
場

合
、
②
憲
法
訴
訟
の
根
拠
と
な
っ
た
憲
法
規
定
が
改
め
ら
れ
た
場
合
、
③
裁
判
は
所
定
の
裁
判
手
続
に
違
反
し
て
行
わ
れ
た
と
憲
法
裁

判
所
が
認
定
す
る
場
合
。
し
か
し
、
憲
法
裁
判
所
法
は
、
判
決
の
効
力
に
つ
い
て
厳
格
な
規
定
を
定
め
て
い
る
に
も
拘
わ
ら
ず
、
憲
法

裁
判
所
の
判
決
な
ど
の
執
行
状
況
に
関
し
て
は
報
告
な
ど
が
公
表
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
そ
の
実
態
は
不
明
で
あ
る
と
い
う
問
題
が
あ

る
。

　

以
下
で
は
、
憲
法
裁
判
所
に
よ
る
法
令
の
違
憲
判
決
を
解
析
し
、
憲
法
裁
判
所
に
お
け
る
合
憲
性
審
査
の
実
体
を
検
討
す
る
。

　
　

一　

憲
法
裁
判
所
に
よ
る
合
憲
性
審
査
の
法
的
問
題

　

憲
法
裁
判
所
の
活
動
の
中
心
と
な
る
べ
き
法
令
違
憲
判
決
は
今
ま
で
合
計
七
件
あ
る
。
そ
れ
ら
は
、
①
ス
ル
ハ
ン
ダ
ル
ヤ
州
の
首
長

に
よ
る
一
九
九
六
年
八
月
一
五
日
付
の
第
一
六
四
番
の
命
令
が
所
有
権
を
定
め
る
憲
法
第
五
四
条
に
違
反
す
る
と
し
た
判
決
、
②
ホ
ラ

ズ
ム
州
の
首
長
に
よ
る
一
九
九
六
年
一
一
月
一
一
日
付
の
第
二
五
七
番
の
命
令
が
地
方
自
治
体
の
首
長
選
挙
を
定
め
る
憲
法
第
一
〇
五

条
に
反
す
る
と
し
た
判
決
、
③
一
九
九
二
年
八
月
二
四
日
付
の
内
閣
の
命
令
に
よ
り
採
択
さ
れ
た
「
教
育
従
事
者
と
の
労
働
契
約
の
締

結
の
コ
ン
ト
ラ
ク
ト
（
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
）
方
式
に
関
す
る
規
定
」
が
労
働
権
を
定
め
る
条
文
に
違
反
す
る
と
し
た
判
決
、

④
一
九
九
七
年
三
月
一
一
日
付
の
内
閣
決
定
に
よ
り
承
認
さ
れ
た
「
書
面
に
よ
る
労
働
契
約
の
締
結
に
関
す
る
勧
告
」
総
則
第
二
項
が

憲
法
に
適
合
し
な
い
と
し
た
判
決
、
⑤
労
働
法
典
第
一
一
八
条
の
適
用
の
憲
法
へ
の
適
合
性
に
関
す
る
判
決
、
⑥
第
二
次
世
界
大
戦
の

障
碍
者
等
に
対
す
る
居
室
面
積
の
賃
料
お
よ
び
公
共
料
金
の
支
払
い
に
つ
い
て
特
典
の
供
与
を
定
め
て
い
る
い
く
つ
か
の
法
規
範
が
憲

法
に
適
合
し
て
い
な
い
と
し
た
判
決
、
⑦
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
労
働
組
合
連
合
会
評
議
会
等
に
よ
り
承
認
さ
れ
た
「
国
家
社
会
保
険
に
よ

（
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る
手
当
の
査
定
お
よ
び
支
払
の
手
続
に
関
す
る
規
程
」
が
憲
法
に
適
合
し
て
い
な
い
と
し
た
判
決
で
あ
る
。

　

憲
法
裁
判
所
の
活
動
の
中
心
と
な
る
べ
き
法
令
の
憲
法
適
合
性
審
査
の
件
数
は
上
記
の
七
件
で
あ
る
が
、
そ
の
審
査
に
お
い
て
な
さ

れ
た
判
断
基
準
の
問
題
点
に
つ
い
て
、
判
決
の
分
析
に
基
づ
い
て
論
じ
る
。
以
下
で
は
、
杉
浦
一
孝
教
授
の
論
考
を
前
提
に
、
内
閣
の

命
令
が
違
憲
と
さ
れ
た
憲
法
訴
訟
に
お
い
て
用
い
ら
れ
た
審
査
基
準
に
つ
い
て
論
じ
る
。

　
「
一
九
九
二
年
八
月
二
四
日
の
内
閣
の
命
令
に
よ
り
制
定
さ
れ
た
『
教
育
従
事
者
と
の
労
働
契
約
の
締
結
の
コ
ン
ト
ラ
ク
ト
方
式
に

関
す
る
規
定
』
の
憲
法
適
合
性
審
査
に
関
す
る
」
事
案
に
つ
い
て
の
一
九
九
七
年
六
月
一
七
日
の
判
決
は
次
の
内
容
で
出
さ
れ
た
も
の

で
あ
る
。

　

一
九
九
二
年
八
月
二
四
日
の
内
閣
の
命
令
に
よ
り
制
定
さ
れ
た
『
教
育
従
事
者
と
の
労
働
契
約
の
締
結
の
コ
ン
ト
ラ
ク
ト
方
式

に
関
す
る
規
定
』
に
よ
る
と
、
高
等
及
び
中
等
専
門
教
育
機
関
、
職
業
技
術
学
校
並
び
に
一
般
教
育
学
校
の
教
育
従
事
者
と
の
労

働
契
約
は
、
一
年
以
上
五
年
以
下
の
期
間
の
定
め
の
あ
る
コ
ン
ト
ラ
ク
ト
に
も
と
づ
い
て
締
結
す
る
。

　

内
閣
の
代
理
人
お
よ
び
鑑
定
人
の
意
見
を
聞
き
、
憲
法
、
労
働
法
典
お
よ
び
教
育
法
の
諸
規
定
を
分
析
し
た
後
、
憲
法
裁
判
所

は
、
上
記
の
規
程
は
、
憲
法
に
適
合
せ
ず
、
国
立
の
高
等
及
び
中
等
専
門
教
育
機
関
、
職
業
技
術
学
校
並
び
に
一
般
教
育
学
校
の

教
従
事
者
の
労
働
上
の
権
利
を
制
限
し
て
い
る
と
の
結
論
に
達
し
た
。

①　

憲
法
第
一
四
条
は
、
国
家
は
、
人
間
及
び
社
会
の
た
め
に
、
社
会
正
義
及
び
適
法
性
の
原
則
に
も
と
づ
い
て
活
動
を
行
う

も
の
と
す
る
と
述
べ
て
い
る
。
憲
法
第
一
八
条
は
、
す
べ
て
の
市
民
は
、
同
一
の
権
利
及
び
自
由
を
有
し
、
か
つ
、
法
律
の

下
で
平
等
で
あ
る
と
定
め
て
い
る
。
憲
法
第
三
七
条
は
、
す
べ
て
の
市
民
に
対
し
、
労
働
の
権
利
及
び
公
平
な
労
働
条
件
を

保
障
さ
れ
る
権
利
を
保
障
し
て
い
る
。

②　

労
働
法
典
第
五
八
条
に
よ
っ
て
も
、
各
人
に
対
し
、
仕
事
を
得
る
機
会
の
平
等
、
労
働
及
び
就
業
の
条
件
の
平
等
が
保
障

（
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さ
れ
て
い
る
。
労
働
法
典
第
七
六
条
に
よ
る
と
、
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
は
、
そ
の
仕
事
の
性
格
、
そ
の
遂
行
の
条

件
ま
た
は
従
業
員
の
利
益
を
考
慮
に
入
れ
る
と
、
期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
お
よ

び
法
律
に
定
め
の
あ
る
場
合
に
限
り
、
締
結
さ
れ
る
。

　

明
確
に
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
に
の
み
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
す
る
労
働
法
典
の
規
定

は
、
一
般
的
性
格
を
有
し
て
お
り
、
教
師
を
含
む
す
べ
て
の
従
業
員
に
適
用
さ
れ
る
。
他
の
場
合
に
お
け
る
教
育
従
事
者
と
の
期

間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
の
締
結
は
、
労
働
法
典
第
七
六
条
の
規
定
に
適
合
せ
ず
、
し
た
が
っ
て
、
憲
法
及
び
法
律
の
優
位
を

規
定
す
る
憲
法
第
一
五
条
に
も
適
合
し
な
い
。

　

こ
の
よ
う
に
、
一
九
九
二
年
八
月
二
四
日
の
内
閣
決
定
第
三
九
四
号
及
び
そ
れ
に
よ
っ
て
承
認
さ
れ
た
高
等
及
び
中
等
専
門
教

育
機
関
、
職
業
技
術
学
校
並
び
に
一
般
教
育
学
校
の
「
教
育
従
事
者
と
の
労
働
契
約
の
締
結
の
コ
ン
ト
ラ
ク
ト
方
式
に
関
す
る
規

程
」
は
、
憲
法
第
一
四
条
、
第
一
五
条
、
第
一
八
条
及
び
第
三
七
条
に
違
反
す
る
。

　

以
上
述
べ
ら
れ
て
い
る
こ
と
に
基
づ
き
、
憲
法
裁
判
所
法
第
一
九
条
、
第
二
五
条
、
第
二
六
条
及
び
第
二
七
条
に
従
っ
て
、
判

断
す
る
、

　

㈠　
『
教
育
従
事
者
と
の
労
働
契
約
の
締
結
の
コ
ン
ト
ラ
ク
ト
方
式
へ
の
移
行
に
つ
い
て
』
の
一
九
九
二
年
八
月
二
四
日
付
の

内
閣
の
命
令
は
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
に
適
合
し
な
い
。

　

㈡　

判
決
は
、
大
衆
媒
体
上
公
表
さ
れ
る
。

　

㈢　

判
決
は
、
そ
の
公
表
の
時
か
ら
効
力
を
発
し
、
最
終
の
も
の
で
あ
っ
て
上
訴
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

　

憲
法
裁
判
所
に
よ
る
憲
法
訴
訟
の
手
続
き
に
つ
い
て
定
め
て
い
る
憲
法
裁
判
所
規
則
第
一
一
条
は
、
憲
法
裁
判
所
は
、
事
件
の
審
理

に
お
い
て
、
提
出
さ
れ
て
い
る
資
料
、
釈
明
及
び
供
述
に
限
ら
ず
、
十
分
な
、
全
面
的
な
、
客
観
的
な
審
査
を
保
障
し
な
け
れ
ば
な
ら

（
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な
い
と
定
め
て
い
る
。

　

し
か
し
、
本
件
に
お
い
て
は
、
内
閣
規
定
の
憲
法
と
の
適
合
性
は
全
面
的
に
審
査
さ
れ
ず
に
違
憲
と
判
断
さ
れ
、
違
憲
と
し
た
理
由

も
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
。
本
審
査
が
不
十
分
な
性
質
を
持
つ
よ
う
に
見
ら
れ
る
の
は
以
下
の
点
に
お
い
て
で
あ
る
。

　
「
教
育
従
事
者
と
の
労
働
契
約
の
締
結
の
コ
ン
ト
ラ
ク
ト
方
式
に
関
す
る
規
定
」（
以
下
「
内
閣
規
定
」
と
い
う
）
を
定
め
る
こ
と
を

必
要
と
し
た
理
由
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
。
審
査
に
お
い
て
は
、
合
憲
性
が
争
わ
れ
て
い
る
法
令
を
定
め
た
目
的
な
ど
を
考
慮
に

入
れ
た
上
で
の
訴
訟
を
行
わ
な
け
れ
ば
、
そ
の
審
査
の
客
観
性
が
失
わ
れ
、
そ
の
法
令
を
定
め
る
き
っ
か
け
と
な
っ
た
他
の
法
令
の
審

査
も
行
わ
な
い
と
、
審
査
の
全
面
的
な
性
質
が
失
わ
れ
る
。

　

例
え
ば
、
判
決
文
に
お
い
て
、「
上
記
の
規
定
は
、
憲
法
に
適
合
せ
ず
、
教
育
従
事
者
の
労
働
上
の
権
利
を
制
限
し
て
い
る
と
の
結

論
に
達
し
た
…
…
。
労
働
法
典
第
七
六
条
に
よ
る
と
、
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
は
、
そ
の
仕
事
の
性
格
、
そ
の
遂
行
の
条
件
ま

た
は
従
業
員
の
利
益
を
考
慮
に
入
れ
る
と
、
期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
及
び
法
律
に
定
め
の

あ
る
場
合
に
限
り
、
締
結
さ
れ
る
…
。
労
働
法
典
の
規
定
は
、
一
般
的
性
格
を
有
し
て
お
り
、
教
師
を
含
む
す
べ
て
の
従
業
員
に
適
用

さ
れ
る
。
他
の
場
合
に
お
け
る
教
育
従
事
者
と
の
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
の
締
結
は
、
労
働
法
典
第
七
六
条
の
規
定
に
適
合
せ

ず
、
し
た
が
っ
て
、
憲
法
お
よ
び
法
律
の
優
位
を
規
定
す
る
憲
法
第
一
五
条
に
も
適
合
し
な
い
」
と
判
断
し
た
。

　

し
か
し
、「
内
閣
規
定
」
は
、
一
九
九
二
年
七
月
二
日
に
制
定
さ
れ
た
教
育
法
に
基
づ
い
て
定
め
ら
れ
た
も
の
で
あ
り
、
教
育
法
第

三
一
条
に
よ
る
と
、
教
育
従
事
者
は
内
閣
の
規
定
に
基
づ
い
て
締
結
さ
れ
る
コ
ン
ト
ラ
ク
ト
に
よ
り
採
用
さ
れ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
っ

た
。
と
い
う
こ
と
は
、
教
育
法
第
三
一
条
が
労
働
法
典
第
七
六
条
の
「
…
法
律
に
定
め
の
あ
る
場
合
に
限
り
、
締
結
さ
れ
る
」
と
い
う

規
定
に
当
て
は
ま
る
も
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
審
理
対
象
と
な
っ
て
い
る
内
閣
規
定
は
労
働
法
典
第
七
六
条
に
適
合
し
て
い
る
と

い
う
こ
と
に
な
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
判
決
の
「
上
記
の
規
定
は
、
労
働
法
典
第
七
六
条
の
規
定
に
適
合
せ
ず
、
し
た
が
っ
て
、
憲
法
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お
よ
び
法
律
の
優
位
を
規
定
す
る
憲
法
第
一
五
条
に
も
適
合
し
な
い
」
と
い
う
判
断
に
つ
い
て
疑
義
が
生
じ
る
。

　

杉
浦
一
孝
教
授
に
よ
る
本
判
決
の
分
析
に
よ
る
と
、
憲
法
裁
判
所
は
、
判
決
文
に
お
い
て
、
上
記
の
「
規
程
」
の
憲
法
適
合
性
審
査

だ
け
で
な
く
、
そ
の
労
働
法
典
へ
の
適
合
性
審
査
も
行
っ
て
い
る
が
、「
法
律
に
定
め
の
あ
る
場
合
」
の
ほ
か
に
、
ど
の
よ
う
な
場
合

に
「
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
」
を
締
結
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
を
具
体
的
に
明
ら
か
に
し
な
い
ま
ま
、「
教
育
従
事
者
と
の

期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
の
締
結
」
は
「
労
働
法
典
第
七
六
条
に
規
定
す
る
要
件
」
に
適
合
し
な
い
と
断
じ
、
さ
ら
に
、
そ
れ
は

「
憲
法
お
よ
び
法
律
の
優
位
」
を
規
定
す
る
憲
法
第
一
五
条
に
違
反
す
る
と
言
う
の
で
あ
る
。
結
論
は
、
違
憲
判
決
の
言
渡
し
に
よ
り

教
育
従
事
者
の
権
利
を
擁
護
す
る
も
の
で
あ
っ
た
が
、
そ
の
論
証
は
、
憲
法
及
び
労
働
法
典
の
解
釈
論
抜
き
の
き
わ
め
て
不
十
分
な
も

の
で
あ
っ
た
。

　

次
は
、
一
九
九
七
年
六
月
一
七
日
の
「
一
九
九
七
年
三
月
一
一
日
の
内
閣
決
定
に
よ
り
承
認
さ
れ
た
『
書
面
に
よ
る
労
働
契
約
（
コ

ン
ト
ラ
ク
ト
）
の
締
結
に
関
す
る
す
る
勧
告
』
の
総
則
第
二
項
の
憲
法
適
合
性
審
査
に
関
す
る
」
判
決
の
分
析
で
あ
る
。
判
決
の
内
容

は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

　
『
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
労
働
法
典
の
実
現
の
た
め
に
必
要
な
法
規
範
の
承
認
に
つ
い
て
』
の
一
九
九
七
年
三
月
二
日
の
内

閣
の
命
令
に
よ
り
、『
書
面
に
よ
る
労
働
契
約
（
コ
ン
ト
ラ
ク
ト
）
の
締
結
に
関
す
る
勧
告
』
は
承
認
さ
れ
た
。『
勧
告
』
に
は
、

書
面
に
よ
る
労
働
契
約
（
コ
ン
ト
ラ
ク
ト
）
は
、
常
勤
従
業
員
（
期
間
の
定
め
が
な
く
採
用
さ
れ
る
）
と
も
、
ま
た
期
間
の
定
め

の
あ
る
労
働
契
約
に
基
づ
い
て
就
労
す
る
者
と
も
締
結
す
る
と
定
め
ら
れ
て
い
る
。『
勧
告
』
に
よ
る
と
、
期
間
の
定
め
の
あ
る

労
働
契
約
と
認
め
ら
れ
る
も
の
は
、
五
年
を
超
え
な
い
一
定
の
期
間
で
締
結
さ
れ
た
労
働
契
約
で
あ
り
、
ま
た
臨
時
従
業
員
及
び

季
節
従
業
員
と
の
契
約
で
あ
る
。
内
閣
の
代
理
人
及
び
鑑
定
人
の
意
見
を
聞
き
、
憲
法
及
び
労
働
法
典
の
諸
規
定
を
分
析
し
た
後
、

憲
法
裁
判
所
は
、
内
閣
の
法
規
範
は
従
業
員
の
労
働
上
の
権
利
を
制
限
し
て
い
る
と
の
結
論
に
達
し
た
。

（
39
）

（
40
）
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①　

憲
法
第
一
五
条
に
よ
る
と
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
に
お
い
て
は
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
の
憲
法
お
よ
び
法
律
の
絶
対
的

な
優
位
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
も
と
づ
け
ば
、
一
つ
の
法
令
で
あ
っ
て
も
、
憲
法
の
規
定
及
び
原
則
に
反
し
て
は
な

ら
な
い
。

②　

労
働
法
典
第
七
五
条
は
、
期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約
、
五
年
を
超
え
な
い
一
定
の
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
及

び
特
定
の
仕
事
を
遂
行
す
る
時
の
労
働
契
約
の
締
結
を
規
定
し
て
い
る
。
労
働
法
典
は
、
か
つ
て
の
労
働
法
典
と
異
な
り
、

臨
時
従
業
員
及
び
季
節
従
業
員
と
の
労
働
契
約
の
締
結
を
定
め
て
い
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
労
働
法
の
一
般
規
定
の
一
連
の

例
外
を
定
め
、
そ
れ
に
よ
っ
て
臨
時
従
業
員
及
び
季
節
従
業
員
の
労
働
上
の
権
利
を
著
し
く
制
限
し
て
い
た
旧
連
邦
の
法
規

範
は
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
の
領
域
で
は
、
一
九
九
六
年
四
月
一
日
、
す
な
わ
ち
労
働
法
典
の
施
行
日
か
ら
適
用
し
て

は
な
ら
な
い
。

　

労
働
法
典
は
、
臨
時
的
ま
た
は
季
節
的
な
性
格
を
有
す
る
仕
事
に
市
民
を
就
か
せ
る
可
能
性
を
決
し
て
排
除
し
て
は
い
な

い
。
機
関
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
を
締
結
し
た
者
の
た
め
に
定
め
ら
れ
て
い
る
す
べ
て
の
一
般
規
定
及
び
保
障
は
、
こ
れ

ら
の
従
業
員
に
適
用
さ
れ
る
。

③　

政
府
の
法
規
範
は
、
憲
法
及
び
法
律
に
反
し
て
は
な
ら
な
い
。
し
か
し
、
内
閣
は
、
こ
の
場
合
、
自
己
の
権
限
の
範
囲
を

超
え
、
内
閣
法
第
二
〇
条
に
違
反
す
る
上
記
の
「
勧
告
」
を
採
択
し
た
。

　

憲
法
裁
判
所
は
、
以
上
述
べ
た
こ
と
に
基
づ
き
、
か
つ
、
憲
法
裁
判
所
法
第
一
九
条
、
第
二
五
条
、
第
二
六
条
及
び
第
二
七
条

に
従
っ
て
、
次
の
判
決
主
文
を
言
い
渡
し
た
。

　

㈠　
「
臨
時
従
業
員
お
よ
び
季
節
従
業
員
と
の
労
働
契
約
の
締
結
に
つ
い
て
」
の
一
九
九
七
年
三
月
一
一
日
の
内
閣
の
命
令
に

よ
り
承
認
さ
れ
た
「
書
面
に
よ
る
労
働
契
約
（
コ
ン
ト
ラ
ク
ト
）
の
締
結
に
関
す
る
勧
告
」
総
則
第
二
項
は
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
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共
和
国
憲
法
に
適
合
し
な
い
と
認
め
る
。

　

㈡　

判
決
は
、
そ
の
公
表
の
時
か
ら
効
力
を
発
し
、
最
終
の
も
の
で
あ
っ
て
上
訴
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

　

本
判
決
に
つ
い
て
は
以
下
の
と
お
り
疑
義
が
生
じ
る
。

　

憲
法
裁
判
所
は
、
判
決
の
序
文
で
「
…
内
閣
の
法
規
範
は
従
業
員
の
労
働
上
の
権
利
を
制
限
し
て
い
る
と
の
結
論
に
達
し
た
」
と
述

べ
て
い
る
。
し
か
し
、
具
体
的
に
ど
う
い
う
形
で
制
限
し
て
い
る
か
に
つ
い
て
説
明
が
な
さ
れ
て
い
な
い
。

　

憲
法
裁
判
所
は
、
現
行
の
労
働
法
典
に
「
臨
時
従
業
員
及
び
季
節
従
業
員
と
の
労
働
契
約
の
締
結
」
に
関
す
る
規
定
が
な
い
が
、
内

閣
は
、
自
己
の
権
限
の
範
囲
を
超
え
、
そ
の
命
令
に
よ
り
承
認
さ
れ
た
「
勧
告
」
の
総
則
第
二
項
に
お
い
て
、「
期
間
の
定
め
の
あ
る

労
働
契
約
」
の
種
類
と
し
て
「
臨
時
従
業
員
及
び
季
節
従
業
員
と
の
労
働
契
約
」
に
つ
い
て
定
め
て
お
り
、
そ
れ
は
、
憲
法
第
一
五
条

の
「
憲
法
及
び
法
律
の
絶
対
的
な
優
位
」
に
関
す
る
規
定
に
反
す
る
と
判
断
し
た
。

　

し
か
し
、
憲
法
裁
判
所
は
、
判
決
の
本
文
に
お
い
て
、「
労
働
法
典
は
、
臨
時
的
ま
た
は
季
節
的
な
性
格
を
有
す
る
仕
事
に
市
民
を

就
か
せ
る
可
能
性
を
決
し
て
排
除
し
て
は
い
な
い
。
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
を
締
結
し
た
者
の
た
め
に
定
め
ら
れ
て
い
る
す
べ

て
の
一
般
規
定
及
び
保
障
は
、
こ
れ
ら
の
授
業
員
に
適
用
さ
れ
る
」
と
も
述
べ
て
い
る
。
判
決
の
序
文
の
「
従
業
員
の
労
働
上
の
権
利

を
制
限
し
て
い
る
」
と
の
判
断
に
対
し
て
、
本
文
の
「
労
働
法
典
は
、
臨
時
的
ま
た
は
季
節
的
な
性
格
を
有
す
る
仕
事
に
市
民
を
就
か

せ
る
可
能
性
を
決
し
て
排
除
し
て
は
い
な
い
…
」
と
述
べ
て
い
る
こ
と
は
論
証
に
な
り
う
る
の
か
疑
問
が
あ
る
。

　

杉
浦
一
孝
教
授
に
よ
る
と
、
憲
法
裁
判
所
は
、
現
行
の
労
働
法
典
に
「
臨
時
従
業
員
お
よ
び
季
節
従
業
員
と
の
労
働
契
約
の
締
結
」

に
関
す
る
規
定
が
な
い
に
も
拘
わ
ら
ず
、
内
閣
の
命
令
に
よ
り
承
認
さ
れ
た
上
記
の
「
勧
告
」
総
則
第
二
項
が
「
期
間
の
定
め
の
あ
る

労
働
契
約
」
の
一
つ
と
し
て
「
臨
時
従
業
員
お
よ
び
季
節
従
業
員
と
の
契
約
」
を
定
め
て
お
り
、
そ
れ
は
「
憲
法
お
よ
び
法
律
の
絶
対

的
な
優
位
」
を
規
定
す
る
憲
法
第
一
五
条
に
違
反
す
る
と
言
う
の
で
あ
る
。
こ
の
判
決
も
、「
労
働
法
典
が
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
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契
約
」
の
締
結
を
認
め
て
い
る
「
臨
時
的
ま
た
は
季
節
的
な
性
格
を
有
す
る
仕
事
」
に
従
事
す
る
者
と
「
勧
告
」
で
定
め
ら
れ
て
い
る

「
臨
時
従
業
員
お
よ
び
季
節
従
業
員
」
が
ど
の
よ
う
に
違
い
、
ま
た
そ
れ
ぞ
れ
と
締
結
す
る
労
働
契
約
の
間
に
は
ど
の
よ
う
な
違
い
が

あ
る
の
か
に
つ
い
て
一
切
検
討
を
し
な
い
ま
ま
、
そ
の
「
勧
告
」
総
則
第
二
項
に
つ
い
て
違
憲
判
断
を
下
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ

る
。

　

憲
法
裁
判
所
に
よ
る
憲
法
適
合
性
審
査
の
対
象
と
な
っ
た
の
が
す
べ
て
法
律
よ
り
下
位
の
規
定
で
あ
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
七
つ
の
違

憲
判
決
の
中
に
「
労
働
法
典
第
一
一
八
条
の
適
用
の
憲
法
へ
の
適
合
性
に
関
す
る
」
判
決
が
あ
る
が
、
こ
れ
も
、
内
閣
の
命
令
が
労
働

法
典
第
一
一
八
条
に
適
合
し
な
い
と
す
る
判
決
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
労
働
法
典
第
一
一
八
条
は
、
特
殊
な
仕
事
に
従
事
す
る
従
業
員

（「
医
療
従
事
者
、
教
師
そ
の
他
」
と
大
雑
把
に
規
定
さ
れ
て
い
る
）
に
つ
い
て
短
縮
労
働
時
間
（
上
限
週
三
六
時
間
以
内
）
を
定
め

て
い
る
。
し
か
し
、
内
閣
の
一
九
九
七
年
三
月
一
一
日
付
の
第
一
三
三
の
命
令
に
よ
り
承
認
さ
れ
た
「
特
殊
な
仕
事
に
従
事
す
る
従
業

員
の
一
覧
表
」
に
お
い
て
短
縮
の
労
働
時
間
の
権
利
を
有
す
る
医
療
従
事
者
が
列
挙
さ
れ
て
お
り
、
列
挙
さ
れ
て
い
な
い
医
療
従
事
者

に
つ
い
て
は
そ
の
権
利
を
有
し
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た
。
憲
法
裁
判
所
は
、
す
べ
て
の
医
療
従
事
者
を
上
記
の
「
特
殊
な
仕
事
に

従
事
す
る
従
業
員
の
一
覧
表
」
に
含
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
判
断
し
、
内
閣
の
命
令
に
よ
っ
て
承
認
さ
れ
た
上
記
の
「
一
覧
表
」
の

改
正
に
つ
い
て
判
決
を
出
し
た
。

　

憲
法
裁
判
所
は
、
本
判
決
に
お
い
て
、
法
規
範
の
憲
法
へ
の
適
合
性
に
つ
い
て
述
べ
て
い
な
い
が
、
杉
浦
一
孝
教
授
に
よ
る
と
、
本

件
は
、
労
働
法
典
第
一
一
八
条
の
解
釈
論
レ
ベ
ル
で
解
決
す
る
こ
と
が
で
き
る
性
格
の
も
の
で
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

　
　

二　

憲
法
裁
判
所
の
立
法
発
議
権
と
判
決
の
効
力

　

憲
法
裁
判
所
法
第
三
二
条
第
一
項
に
よ
れ
ば
、
国
家
間
の
条
約
及
び
法
規
範
の
憲
法
適
合
性
に
つ
い
て
審
理
を
し
た
裁
判
の
結
果
」

（
41
）
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に
関
す
る
判
断
を
「
判
決
（qaror

）」
と
い
い
、
そ
の
他
の
場
合
の
も
の
を
「
意
見
（xulosa

）」
と
い
う
。
同
法
一
三
条
第
一
項
は
、

憲
法
裁
判
所
の
判
断
は
、
最
終
の
も
の
で
あ
っ
て
上
訴
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
、
国
家
権
力
及
び
行
政
の
す
べ
て
の
機
関
並
び
に

企
業
、
施
設
、
組
織
、
社
会
団
体
、
公
務
員
及
び
市
民
に
対
し
て
拘
束
力
を
持
つ
と
規
定
し
て
い
る
。
同
法
第
三
三
条
は
、
憲
法
裁
判

所
の
判
決
、
意
見
そ
の
他
の
裁
判
は
、
大
量
情
報
手
段
に
お
い
て
公
表
さ
れ
、
公
布
の
時
か
ら
効
力
を
発
す
る
も
の
と
定
め
て
い
る
。

さ
ら
に
、
同
法
一
四
条
に
よ
れ
ば
、
憲
法
裁
判
所
は
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
議
会
（O

liy M
ajlis

）
へ
の
立
法
発
議
権
を
有
す
る
。

　

今
の
時
点
で
（
二
〇
一
九
年
）、
憲
法
裁
判
所
の
裁
判
の
件
数
は
三
三
件
で
あ
る
。
そ
の
内
の
七
件
が
、
法
規
範
を
直
接
違
憲
だ
と

判
断
し
た
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
憲
法
裁
判
所
の
裁
判
の
中
に
は
、
法
令
の
合
憲
性
を
審
理
し
、
そ
の
合
憲
性
に
つ
い
て
意
見
を
述

べ
、
当
該
法
令
の
改
正
た
め
、
議
会
に
対
し
て
立
法
発
議
権
を
行
使
し
た
事
例
が
多
い
。
憲
法
裁
判
所
は
、
そ
う
い
っ
た
立
法
発
議
権

の
行
使
に
お
い
て
も
、
判
決
（qaror
）
の
拘
束
力
に
関
す
る
憲
法
裁
判
所
法
の
規
定
に
基
づ
い
て
判
断
す
る
。
す
な
わ
ち
、
そ
の
よ

う
な
判
決
は
、
議
会
に
対
し
て
法
令
の
改
正
を
義
務
付
け
る
よ
う
な
意
味
を
持
つ
と
考
え
ら
れ
る
。
そ
の
例
と
し
て
、
次
の
判
決
を
検

討
す
る
。

　

二
〇
〇
〇
年
四
月
一
二
日
、「『
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
の
い
く
つ
か
の
法
律
の
改
正
に
関
す
る
』
法
案
を
、
審
議
の
た
め
、
議
会

に
提
出
す
る
こ
と
に
関
す
る
」
憲
法
裁
判
所
判
決
。

　

本
審
理
に
お
い
て
、
憲
法
裁
判
所
は
以
下
の
こ
と
を
明
ら
か
に
し
、
判
決
を
出
し
て
い
る
。

　
「

　

㈠
．
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
第
二
九
条
は
、
何
人
も
思
想
、
表
現
及
び
良
心
の
自
由
は
、
こ
れ
を
保
障
す
る
と
定
め
て
い
る
。

つ
ま
り
、
何
人
も
自
分
の
意
見
を
表
明
す
る
こ
と
に
対
し
て
自
由
で
あ
る
。
強
制
的
に
意
見
を
表
明
さ
せ
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
。

　

㈡
．
訴
訟
手
続
に
関
す
る
す
べ
て
の
法
律
は
鑑
定
人
（
専
門
家
）
の
参
加
に
つ
い
て
規
定
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
刑
事
、
民
事
、
商

（
42
）

（
43
）
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事
及
び
行
政
事
件
の
審
理
、
ま
た
起
訴
前
取
調
べ
及
び
法
廷
に
お
い
て
鑑
定
人
の
参
加
が
求
め
ら
れ
る
場
合
が
あ
る
。
鑑
定
人
に
対
し
、

専
門
的
な
知
識
が
求
め
ら
れ
る
事
柄
に
つ
い
て
意
見
を
出
す
こ
と
（
鑑
定
書
）
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
。
裁
判
所
の
実
際
に
お
い
て

は
、
鑑
定
人
が
意
見
を
出
す
こ
と
を
拒
否
し
た
事
例
は
少
な
い
。
こ
の
行
為
に
対
す
る
法
律
上
の
責
任
は
、
刑
法
第
二
四
〇
条
で
定
め

ら
れ
て
お
り
、
民
事
訴
訟
法
第
八
六
条
、
商
事
訴
訟
法
第
四
七
条
ま
た
刑
事
訴
訟
法
第
六
八
条
で
も
規
定
さ
れ
て
い
る
。

　

㈢
．
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
刑
法
第
二
四
〇
条
に
よ
れ
ば
、
鑑
定
人
は
専
門
的
な
意
見
を
出
す
こ
と
を
拒
否
ま
た
は
逸
脱
し
た
場

合
、
そ
れ
は
如
何
な
る
原
因
で
あ
っ
て
も
、
最
低
賃
金
の
二
五
倍
ま
で
の
罰
金
あ
る
い
は
三
か
月
間
ま
で
の
懲
役
の
刑
罰
が
科
さ
れ
る

こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
鑑
定
人
の
義
務
履
行
の
拒
否
は
様
々
な
原
因
で
発
生
し
う
る
：
血
縁
関
係
、
友
好
か
つ
非
友
好
関
係
、
勤
務

上
の
関
係
、
ま
た
鑑
定
の
成
果
に
対
す
る
自
信
の
不
在
、
個
人
的
な
忙
し
さ
、
給
料
に
対
す
る
不
満
、
外
部
か
ら
の
不
法
影
響
、
職
業

上
の
権
威
侵
害
の
可
能
性
な
ど
。
鑑
定
人
に
は
、
個
人
と
し
て
そ
の
拒
否
の
原
因
を
説
明
す
る
義
務
は
な
い
。

　

㈣
．
法
律
上
、
鑑
定
人
と
し
て
、
鑑
定
施
設
や
国
家
機
関
、
他
の
組
織
の
専
門
官
あ
る
い
は
必
要
な
知
識
を
有
す
る
者
が
捜
査
官
、

取
調
官
あ
る
い
は
裁
判
官
に
よ
り
招
待
さ
れ
る
。
し
か
し
、
鑑
定
人
と
し
て
意
見
を
下
す
こ
と
が
職
務
で
あ
る
者
も
鑑
定
の
遂
行
を
拒

否
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
よ
う
な
拒
否
に
対
し
て
か
け
ら
れ
る
制
限
は
、
労
働
法
典
第
一
〇
〇
条
で
定
め
ら
れ
て
い
る
制
限
の
み

で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、
解
雇
程
度
の
措
置
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

以
上
の
事
項
及
び
『
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
裁
判
所
に
関
す
る
』
法
律
第
二
五
条
、
第
二
六
条
に
基
づ
き
、
憲
法
裁
判
所
は

以
下
の
判
決
を
下
す
。

　

立
法
発
議
の
手
続
に
よ
り
以
下
の
法
律
は
改
正
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る

　

㈠
．
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
刑
法
第
二
四
〇
条
の
題
名
と
第
一
項
の
第
一
行
目
は
以
下
の
新
訂
で
改
正
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

『
捜
査
、
取
り
調
べ
及
び
法
廷
に
お
い
て
証
言
を
す
る
こ
と
を
拒
否
ま
た
は
逸
脱
し
た
目
撃
者
及
び
被
害
者
は
』

（
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）
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）
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㈡
．
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
民
事
訴
訟
法
典
第
八
六
条
第
三
項
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
商
事
訴
訟
法
典
第
四
七
条
第
四
項
、

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
刑
事
訴
訟
法
典
第
六
八
条
第
四
項
は
以
下
の
新
訂
で
改
正
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

『
鑑
定
人
は
故
意
に
偽
証
を
行
っ
た
場
合
、
そ
の
行
為
に
対
し
て
刑
法
上
の
責
任
を
負
う
』」

　

憲
法
裁
判
所
に
よ
る
立
法
発
議
権
の
行
使
は
他
の
国
家
機
関
に
よ
る
発
議
権
の
行
使
と
は
完
全
に
異
な
っ
て
お
り
、
憲
法
裁
判
所
の

判
決
の
拘
束
力
の
観
点
か
ら
み
る
と
、
そ
の
立
法
発
議
権
の
行
使
の
際
に
出
す
判
決
も
議
会
に
対
し
て
拘
束
力
を
持
つ
と
考
え
ら
れ
る
。

そ
れ
は
、
憲
法
裁
判
所
法
第
一
三
条
第
一
項
が
、「
国
家
間
の
条
約
及
び
法
規
範
の
憲
法
適
合
性
に
つ
い
て
審
理
を
し
た
裁
判
の
結

果
」
に
関
す
る
判
断
を
「
判
決
（qaror

）」
と
い
い
、
そ
の
判
断
は
、
最
終
の
も
の
で
あ
っ
て
上
訴
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
、
全

て
の
国
家
権
力
及
び
行
政
の
す
べ
て
の
機
関
並
び
に
企
業
、
施
設
、
組
織
、
社
会
団
体
、
公
務
員
及
び
市
民
に
対
し
て
拘
束
を
義
務
と

す
る
と
規
定
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
憲
法
裁
判
所
は
本
件
に
お
い
て
、
立
法
発
議
権
を
行
使
し
て
い
る
が
、
そ
の
行
使

に
お
い
て
「
判
決
」
と
そ
の
拘
束
力
に
関
す
る
憲
法
裁
判
所
法
の
規
定
に
基
づ
い
て
判
断
を
し
て
い
る
こ
と
は
、
本
判
決
は
議
会
対
し

て
も
拘
束
力
を
義
務
と
す
る
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
本
判
決
が
出
て
か
ら
、
約
二
〇
年
間
た
っ
て
い
る
が
、
指
定
さ
れ
た
法
律
は
改

正
さ
れ
て
い
な
い
。

　
　

三　

具
体
的
規
範
統
制
の
実
現
と
対
立
す
る
事
項

　

具
体
的
規
範
統
制
と
は
、
憲
法
裁
判
所
以
外
の
裁
判
所
が
、
具
体
的
事
件
に
法
律
を
適
用
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
、
そ
の
法
律
が
違

憲
で
あ
る
と
考
え
た
と
き
に
は
、
審
理
を
中
止
し
て
、
こ
れ
を
憲
法
裁
判
所
に
移
送
し
て
そ
の
判
断
を
仰
ぐ
も
の
で
あ
る
。
具
体
的
規

範
統
制
は
ド
イ
ツ
型
の
違
憲
審
査
制
に
よ
る
制
度
で
あ
り
、
ド
イ
ツ
の
違
憲
審
査
全
体
に
占
め
る
具
体
的
規
範
統
制
の
訴
訟
数
は
、
憲

法
異
議
の
訴
訟
数
に
次
い
で
多
い
。
ま
た
、
憲
法
問
題
の
連
邦
憲
法
裁
判
所
へ
の
移
送
の
う
ち
下
級
裁
判
所
に
よ
る
も
の
が
全
体
の
約

（
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八
五
％
を
占
め
、
一
九
九
九
～
二
〇
〇
八
年
の
統
計
で
最
高
裁
判
所
に
よ
る
移
送
四
七
件
に
対
し
下
級
裁
判
所
に
よ
る
移
送
は
二
八
〇

件
で
あ
っ
た
。
ド
イ
ツ
連
邦
憲
法
裁
判
所
に
申
し
立
て
ら
れ
た
事
案
件
数
の
統
計
を
見
る
と
、
①
憲
法
異
義
の
訴
え
、
②
抽
象
的
規
範

統
制
、
③
具
体
的
規
範
統
制
、
④
選
挙
に
関
す
る
訴
え
、
⑤
連
邦
機
関
間
に
お
け
る
争
訟
と
い
う
申
し
立
て
区
分
の
二
〇
一
〇
年
～
二

〇
一
九
年
の
統
計
で
①
は
五
九
一
五
七
件
、
②
は
一
九
件
、
③
は
二
四
一
件
、
④
は
二
四
六
件
、
⑤
六
八
件
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
内
、

抽
象
的
規
範
統
制
と
具
体
的
規
範
統
制
を
比
べ
る
と
後
者
の
ほ
う
が
圧
倒
的
に
多
い
。
や
は
り
、
民
事
、
刑
事
訴
訟
を
管
轄
と
す
る
裁

判
所
が
法
律
を
直
接
解
釈
し
適
用
す
る
と
い
う
意
味
で
、
法
律
の
憲
法
へ
の
不
適
合
性
を
検
出
す
る
能
力
が
よ
り
高
い
。

　

二
〇
一
七
年
五
月
三
一
日
の
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
裁
判
所
法
（
新
訂
）
に
よ
り
憲
法
裁
判
所
は
、
具
体
的
事
件
に
お
い
て

適
用
さ
れ
る
法
令
の
合
憲
性
審
査
に
つ
い
て
の
下
級
裁
判
所
の
発
議
に
基
づ
い
た
最
高
裁
判
所
の
申
立
に
よ
る
事
案
の
審
査
を
す
る
権

限
を
得
た
。
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
の
憲
法
裁
判
所
に
申
し
立
て
ら
れ
た
事
案
件
数
は
一
九
九
七
年
～
二
〇
一
九
年
の
統
計
で
三
二
件
で
あ

り
、
そ
の
内
、
通
常
裁
判
所
に
よ
る
申
し
立
て
の
件
数
は
二
件
、
憲
法
裁
判
所
の
裁
判
官
に
よ
る
事
案
の
審
理
は
一
六
件
、
国
家
機
関

に
よ
る
申
し
立
て
件
数
は
五
件
、
市
民
に
よ
る
申
し
立
て
件
数
は
九
件
で
あ
る
。
通
常
裁
判
所
に
よ
る
二
件
の
事
案
の
中
、
一
件
は
具

体
的
な
事
件
訴
訟
に
関
わ
る
法
規
範
の
統
制
に
関
す
る
最
高
商
事
裁
判
所
の
申
立
で
あ
り
、
も
う
一
件
は
裁
判
所
の
権
限
に
関
す
る
最

高
裁
判
所
及
び
最
高
商
事
裁
判
所
の
申
し
立
て
で
あ
る
。
下
級
裁
判
所
が
憲
法
裁
判
所
に
対
し
事
案
の
申
し
立
て
を
す
る
よ
う
に
な
っ

た
二
〇
一
七
年
以
降
は
具
体
的
規
範
統
制
が
ま
だ
実
現
さ
れ
て
い
な
い
。
具
体
的
規
範
統
制
は
法
律
上
認
め
ら
れ
た
と
し
て
も
、
そ
の

実
現
を
不
可
能
に
す
る
い
く
つ
か
の
事
項
が
存
在
し
て
い
る
。

　

そ
の
一
つ
は
、
裁
判
官
は
法
律
に
基
づ
い
て
事
件
を
処
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
お
り
、
裁
判
官
の
法
創
造
は
勿
論
、
法

適
用
に
お
け
る
解
釈
さ
え
で
き
な
い
の
が
現
状
で
あ
る
。
更
に
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
に
お
い
て
は
、
法
律
の
不
備
を
補
う
最
高
裁
判
所

総
会
の
解
釈
指
針
が
な
い
限
り
、
下
級
裁
判
所
は
、
法
律
の
文
言
ど
お
り
の
適
用
の
み
に
よ
り
具
体
的
な
事
件
を
処
理
す
る
と
い
う
こ

（
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と
で
あ
る
。
例
え
ば
、
刑
事
訴
訟
法
典
第
一
一
条
は
、
法
適
用
に
お
け
る
各
種
の
不
適
用
は
刑
事
訴
訟
法
に
違
反
し
、
法
律
上
の
責
任

を
も
た
ら
す
と
規
定
し
て
お
り
、
刑
事
裁
判
所
は
法
律
を
文
言
ど
お
り
に
適
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
そ
の
結
果
、
法
令
の
合
憲
性
の

疑
い
も
生
じ
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

　

二
つ
目
は
、
最
高
裁
判
所
総
会
の
法
令
適
用
に
関
す
る
解
説
権
で
あ
り
、
下
級
裁
判
所
は
最
高
裁
判
所
総
会
の
法
令
適
用
に
関
す
る

解
説
に
従
い
、
法
律
な
ど
を
適
用
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
に
つ
い
て
、
本
論
文
の
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高

裁
判
所
総
会
に
つ
い
て
の
部
分
で
紹
介
さ
れ
て
お
り
、
こ
こ
で
は
、
最
高
裁
判
所
の
具
体
的
規
範
統
制
の
実
現
に
関
す
る
解
説
と
そ
れ

に
対
す
る
憲
法
裁
判
所
の
判
断
に
つ
い
て
述
べ
る
。

　

一
九
九
六
年
一
二
月
二
〇
日
（
一
／
六
〇
番
）
の
「
司
法
府
に
関
す
る
」
最
高
裁
判
所
総
会
及
び
最
高
商
事
裁
判
所
総
会
の
共
同
決

定
で
は
（
第
二
項
に
よ
り
三
号
）、
下
級
裁
判
所
は
訴
訟
に
お
い
て
法
律
の
合
憲
性
に
つ
い
て
異
義
が
生
じ
た
場
合
、
審
理
を
中
止
す

る
こ
と
に
つ
い
て
決
定
を
下
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う
解
説
が
な
さ
れ
て
い
た
。
つ
ま
り
、
一
九
九
六
年
の
時
点
で
、
司
法
制
度
に
お
い

て
は
、
具
体
的
規
範
統
制
の
行
使
は
可
能
で
あ
っ
た
。

　

し
か
し
、
一
九
九
八
年
、
憲
法
裁
判
所
の
裁
判
官
に
よ
り
上
記
の
最
高
裁
判
所
総
会
の
決
定
が
憲
法
裁
判
所
の
審
理
に
持
ち
込
ま
れ

た
。
憲
法
裁
判
所
は
最
高
裁
判
所
総
会
の
本
決
定
に
つ
い
て
以
下
の
判
断
を
し
た
。

　
「

　

民
事
、
商
事
及
び
刑
事
裁
判
に
お
け
る
事
件
解
決
の
手
続
に
関
す
る
法
規
範
や
そ
の
適
用
の
実
際
を
検
討
し
た
結
果
次
第
で
は
、
裁

判
所
は
、
具
体
的
な
事
件
の
訴
訟
に
お
い
て
適
用
す
べ
き
、
個
人
の
権
利
及
び
自
由
、
法
的
利
益
や
社
会
及
び
国
家
の
利
益
な
ど
に
関

わ
る
法
律
あ
る
い
は
そ
の
規
定
の
合
憲
性
に
つ
い
て
疑
義
を
抱
く
場
合
が
あ
る
。

　

民
事
訴
訟
法
典
、
商
事
訴
訟
法
典
、
刑
事
訴
訟
法
典
な
ど
に
は
、
適
用
す
べ
き
法
律
あ
る
い
は
そ
の
規
定
の
合
憲
性
に
関
す
る
疑
義

（
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の
解
決
を
定
め
る
規
定
は
な
い
。
そ
の
た
め
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
判
所
総
会
と
最
高
商
事
裁
判
所
総
会
は
、
一
九
九
六

年
一
二
月
二
〇
日
の
共
同
決
定
に
よ
り
、
下
級
裁
判
所
の
裁
判
官
に
対
し
、
訴
訟
に
お
い
て
正
当
な
判
断
を
す
る
た
め
に
必
要
で
あ
る

法
規
範
の
違
憲
性
を
確
定
し
た
場
合
、
裁
判
を
中
止
す
る
こ
と
に
つ
い
て
決
定
を
下
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う
指
示
を
し
た
。

　

し
か
し
、『
裁
判
所
に
関
す
る
』
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
法
律
の
第
一
六
条
、
第
四
六
条
に
よ
れ
ば
、
最
高
裁
判
所
お
よ
び
最
高

商
事
裁
判
所
は
法
規
範
の
適
用
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
下
級
裁
判
所
に
対
し
解
説
を
下
す
権
限
を
有
す
る
が
、
民
事
、
商
事
、
刑
事

な
ど
の
訴
訟
手
続
の
中
止
に
関
す
る
事
項
は
法
律
上
定
め
ら
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
。

　

上
記
の
事
項
に
よ
り
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
第
八
二
条
及
び
『
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
裁
判
所
に
関
す
る
』
法
律

第
一
〇
条
に
基
づ
き
、
憲
法
裁
判
所
は
以
下
の
判
断
を
す
る
。

　

具
体
的
な
事
件
の
訴
訟
に
お
い
て
適
用
す
べ
き
法
律
あ
る
い
は
そ
の
規
定
の
憲
法
へ
の
適
合
性
に
つ
い
て
裁
判
官
の
疑
義
が
生
じ
た

場
合
、
民
事
、
商
事
、
刑
事
訴
訟
に
お
い
て
審
理
を
中
止
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
の
い
く
つ
か
の
法
規
範
の

改
正
に
関
す
る
法
案
を
議
会
の
審
議
に
提
出
す
る
。

　
　

タ
シ
ケ
ン
ト

　
　

一
九
九
八
年
六
月
一
六
日
」

　

そ
れ
以
降
、
法
改
正
は
行
わ
れ
て
い
な
い
が
、
一
九
九
六
年
一
二
月
二
〇
日
の
最
高
裁
判
所
総
会
と
最
高
商
事
裁
判
所
総
会
の
共
同

決
定
が
改
正
さ
れ
た
。
二
〇
〇
二
年
一
〇
月
二
五
日
、「
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
判
所
総
会
及
び
最
高
商
事
裁
判
所
総
会
に

よ
る
い
く
つ
か
の
決
定
の
改
正
や
追
加
に
関
す
る
」
最
高
裁
判
所
と
最
高
商
事
裁
判
所
の
共
同
決
定
が
出
て
、
二
〇
〇
二
年
の
共
同
決

定
の
「
訴
訟
に
お
い
て
適
用
す
べ
き
法
規
範
の
合
憲
性
に
つ
い
て
疑
義
が
生
じ
た
場
合
裁
判
官
は
審
理
を
中
止
す
べ
き
で
あ
る
」
と
い

う
事
項
が
排
除
さ
れ
た
。

（
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二
〇
一
七
年
五
月
三
一
日
の
新
憲
法
裁
判
所
法
が
制
定
さ
れ
、
下
級
裁
判
所
が
最
高
裁
判
所
を
通
じ
て
憲
法
裁
判
所
に
申
し
立
て
を

す
る
権
限
を
得
た
が
、
そ
の
実
際
の
手
続
に
関
す
る
事
項
は
定
め
ら
れ
て
い
な
い
。
つ
ま
り
、
今
の
時
点
で
、
裁
判
官
は
適
用
す
べ
き

法
律
の
合
憲
性
に
つ
い
て
疑
義
を
抱
く
と
し
て
も
、
例
え
ば
、
刑
事
訴
訟
法
典
第
一
一
条
に
よ
り
、
法
律
を
文
言
通
り
に
適
用
す
る
こ

と
に
疑
義
が
あ
る
に
も
拘
わ
ら
ず
法
律
を
適
用
す
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
具
体
的
規
範
統
制
は
正
式
に
認
め
ら
れ
て
い

る
が
、
実
際
に
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
は
明
確
に
さ
れ
て
い
な
い
。

第
三
章　

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
に
お
け
る
合
憲
性
審
査
制
の
機
能
的
等
価
物

第
一
節　

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
判
所
の
憲
法
保
障
に
お
け
る
役
割

　

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
裁
判
所
が
以
上
の
事
項
に
よ
り
消
極
的
な
立
場
を
占
め
て
い
る
状
況
の
下
で
、
歴
史
に
お
い
て
、
合

法
性
、
合
憲
性
等
の
監
督
を
行
っ
て
き
た
最
高
裁
判
所
の
機
能
面
に
お
け
る
役
割
が
非
常
に
大
き
か
っ
た
こ
と
を
見
て
き
た
。
最
高
裁

判
所
の
機
能
は
合
憲
性
監
督
か
ら
合
法
性
監
督
へ
変
更
し
て
き
た
が
、
憲
法
保
護
の
機
能
を
失
っ
て
い
な
い
。
以
下
、
現
在
の
ウ
ズ
ベ

キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
判
所
の
合
法
性
監
督
の
機
能
と
そ
の
機
能
に
よ
る
憲
法
保
護
と
い
う
現
象
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

　

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
判
所
は
、
最
高
裁
判
所
総
会
（Plenum

）、
最
高
裁
判
所
幹
部
会
（Presidium

）（
監
督
審
・
上

告
審
）
と
四
つ
の
訴
訟
部
会
（
刑
事
部
会
、
民
事
部
会
、
行
政
事
件
部
会
、
経
済
事
件
部
会
）
で
構
成
さ
れ
る
。
そ
の
内
、
最
高
裁
判

所
総
会
は
裁
判
例
を
総
括
し
、
法
律
適
用
の
議
題
に
関
す
る
意
見
を
出
す
権
限
を
有
し
て
お
り
、
実
際
に
憲
法
及
び
法
規
範
の
解
釈
を

行
い
下
級
裁
判
所
へ
の
法
令
適
用
に
関
す
る
拘
束
力
の
あ
る
解
説
を
下
す
。

　

総
会
に
よ
る
こ
の
機
能
に
つ
い
て
本
来
の
合
憲
性
審
査
の
機
能
と
等
価
で
あ
る
か
と
い
う
と
、
明
ら
か
に
等
価
で
あ
る
と
は
い
え
な

い
。
そ
れ
は
、
最
高
裁
判
所
総
会
は
直
接
的
に
法
律
の
合
憲
性
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
な
い
か
ら
で
あ
る
。
し
か
し
、
間
接
的
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な
意
味
で
は
、
法
律
の
合
憲
性
に
つ
い
て
疑
義
の
発
生
と
と
も
に
、
法
律
の
違
憲
的
な
解
釈
を
回
避
し
て
い
る
と
は
い
え
る
。

第
二
節　

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
判
所
総
会
の
実
際

　

旧
ソ
連
の
崩
壊
に
伴
い
一
九
九
一
年
に
独
立
を
果
た
し
た
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
は
、
そ
の
後
の
司
法
制
度
に
つ
い
て
、
歴
史
的

な
経
験
に
沿
っ
て
、
旧
ソ
連
最
高
裁
判
所
の
特
徴
を
導
入
し
た
。

　

ま
ず
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
に
お
け
る
司
法
制
度
で
あ
る
が
、
そ
れ
は
次
の
構
成
で
活
動
し
て
い
る
。
①
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共

和
国
憲
法
裁
判
所
、
②
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
判
所
、
③
軍
事
裁
判
所
、
④
カ
ラ
カ
ル
パ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
民
事
裁
判
所
、

州
及
び
タ
シ
ケ
ン
ト
市
民
事
裁
判
所
、
⑤
カ
ラ
カ
ル
パ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
刑
事
裁
判
所
、
州
及
び
タ
シ
ケ
ン
ト
市
刑
事
裁
判
所
、
⑥
カ

ラ
カ
ル
パ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
、
州
、
タ
シ
ケ
ン
ト
市
商
事
裁
判
所
、
⑦
カ
ラ
カ
ル
パ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
、
州
、
タ
シ
ケ
ン
ト
市
行
政
裁

判
所
、
⑧
都
区
、
区
（
市
）
民
事
裁
判
所
、
⑨
区
（
市
）
刑
事
裁
判
所
、
⑩
都
区
、
区
（
市
）
経
済
裁
判
所
、
⑪
区
（
市
）
行
政
裁
判

所
で
あ
る
。

　

裁
判
所
法
に
よ
れ
ば
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
最
高
裁
判
所
は
民
事
、
刑
事
、
経
済
、
行
政
訴
訟
の
行
使
の
分
野
に
お
け
る
司
法
府
の
最

高
機
関
で
あ
る
。
当
法
第
一
四
条
は
最
高
裁
判
所
の
構
成
に
つ
い
て
定
め
て
お
り
、
そ
の
内
容
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

㈠
．
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
判
所
総
会
（Plenum
）

㈡
．
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
判
所
幹
部
会
（Presidium
）（
監
督
審
・
上
告
審
）

㈢
．
刑
事
部
会

㈣
．
民
事
部
会

㈤
．
行
政
事
件
部
会

（
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㈥
．
経
済
事
件
部
会

　

最
高
裁
判
所
は
、
最
高
裁
判
所
長
、
第
一
副
所
長
─
刑
事
部
会
長
、
副
所
長
─
民
事
部
会
長
、
副
所
長
─
経
済
事
件
部
会
長
、
副
所

長
─
行
政
事
件
部
会
長
、
他
の
最
高
裁
判
所
裁
判
官
で
構
成
さ
れ
る
。

　

最
高
裁
判
所
総
会
は
、
最
高
裁
判
所
の
構
成
に
お
け
る
最
高
部
門
と
し
て
特
別
な
地
位
を
占
め
て
お
り
、
そ
れ
は
上
告
審
で
は
な
く
、

監
督
審
で
も
な
い
。
最
高
裁
判
所
総
会
は
、
最
高
裁
判
所
裁
判
官
ら
及
び
カ
ラ
カ
ル
パ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
裁
判
所
所
長
ら
の
構
成
で
活

動
す
る
。
最
高
裁
判
所
総
会
の
会
議
に
は
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
検
事
総
長
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
裁
判
所
所
長
、
最

高
裁
判
官
会
長
、
司
法
大
臣
、
最
高
裁
判
所
付
属
の
学
術
諮
問
会
議
の
会
員
が
参
加
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

裁
判
所
法
第
一
七
条
に
よ
れ
ば
、
最
高
裁
判
所
総
会
は
、
総
会
会
員
の
三
分
の
二
が
出
席
し
て
い
る
場
合
に
お
い
て
正
当
で
あ
り
、

次
の
権
限
が
与
え
ら
れ
て
い
る
、

　

㈠　

裁
判
例
を
総
括
し
、
法
律
適
用
の
議
題
に
関
す
る
解
説
を
下
す
。

　

㈡　

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
番
所
長
官
の
具
体
的
な
事
件
の
審
理
に
お
い
て
適
用
す
べ
き
法
規
範
の
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共

和
国
憲
法
へ
の
適
合
性
に
つ
い
て
裁
判
所
の
発
議
に
基
づ
い
た
申
し
立
て
に
関
す
る
意
見
書
を
審
理
す
る
。

　

㈢　

最
高
裁
判
所
所
長
の
提
示
に
基
づ
き
、
最
高
裁
判
所
付
属
の
学
術
諮
問
会
議
の
構
成
を
承
認
す
る
。

　

㈣　

最
高
裁
判
所
所
長
の
提
示
に
基
づ
き
、
最
高
裁
判
所
幹
部
会
の
構
成
、
各
部
会
の
構
成
及
び
最
高
裁
判
所
総
会
の
事
務
官
を
承

認
す
る
。

　

㈤　

最
高
裁
判
所
幹
部
会
の
事
務
に
関
す
る
報
告
及
び
裁
判
官
会
の
活
動
に
関
す
る
報
告
を
聴
取
す
る
。

　

㈥　

カ
ラ
カ
ル
パ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
裁
判
所
長
、
州
裁
判
所
長
、
タ
シ
ケ
ン
ト
市
裁
判
所
長
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
軍
事
裁
判

所
長
な
ど
の
法
令
適
用
の
実
際
、
お
よ
び
最
高
裁
判
所
総
会
に
よ
る
法
令
の
適
用
に
関
す
る
解
説
の
実
現
に
つ
い
て
の
報
告
を
聴
取
す
る
。

（
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㈦　

最
高
裁
判
所
に
お
け
る
出
版
機
関
の
編
集
委
員
会
の
構
成
を
承
認
す
る
。

　

㈧　

最
高
裁
判
所
総
会
お
よ
び
幹
部
会
の
規
則
を
承
認
す
る
。

　

司
法
制
度
に
お
け
る
最
高
裁
判
所
総
会
の
主
な
役
割
は
、
裁
判
例
を
総
括
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
下
級
裁
判
所
に
法
律
適
用
の
議
題

に
関
す
る
解
説
を
下
す
こ
と
で
あ
る
。
そ
う
い
う
法
令
適
用
解
説
権
の
行
使
に
よ
っ
て
、
裁
判
所
に
よ
る
法
令
の
一
律
的
な
適
用
が
保

障
さ
れ
、
事
実
上
裁
判
訴
訟
に
お
い
て
法
令
の
適
用
に
つ
い
て
議
題
が
生
じ
る
こ
と
は
な
い
。

　

ま
た
、
裁
判
所
法
第
二
一
条
、
第
三
項
は
、
最
高
裁
判
所
総
会
の
法
令
適
用
の
議
題
に
関
す
る
解
説
は
、
通
常
裁
判
所
や
当
該
法
律

な
ど
を
適
用
し
て
い
る
他
の
機
関
、
企
業
、
施
設
、
組
織
お
よ
び
公
務
員
に
対
し
て
拘
束
力
を
持
つ
と
定
め
て
い
る
。

　

最
高
裁
判
所
総
会
は
解
説
決
定
を
下
す
際
、
そ
の
審
査
に
お
い
て
各
州
裁
判
所
か
ら
の
具
体
的
な
裁
判
に
お
け
る
法
律
の
適
用
問
題

に
関
す
る
報
告
を
総
括
し
、
そ
の
総
括
に
基
づ
い
て
審
査
を
行
う
。
最
高
裁
判
所
総
会
の
解
説
決
定
は
具
体
的
な
事
件
の
解
決
に
関
す

る
も
の
で
は
な
く
、
法
令
自
体
の
適
用
の
仕
方
に
集
中
し
て
い
る
。
実
際
の
裁
判
訴
訟
に
お
い
て
は
最
高
裁
判
所
総
会
の
決
定
が
第
一

次
的
な
法
源
と
み
な
さ
れ
る
こ
と
は
な
く
、
審
議
に
お
い
て
指
導
的
か
つ
拘
束
的
な
性
質
を
持
つ
。
最
高
裁
判
所
総
会
は
法
律
の
適
用

に
関
す
る
決
定
に
お
い
て
、
法
律
自
体
の
合
憲
性
や
正
当
性
な
ど
に
つ
い
て
直
接
的
に
解
釈
を
し
な
い
。
こ
の
よ
う
な
決
定
は
、
下
級

裁
判
所
に
対
し
て
法
律
ま
た
は
そ
の
条
文
を
ど
の
よ
う
に
理
解
し
、
そ
れ
を
ど
の
よ
う
に
適
用
す
べ
き
か
と
適
用
に
お
け
る
追
加
的
な

助
言
な
ど
に
つ
い
て
定
め
る
規
定
で
あ
る
。
そ
の
内
で
、
国
民
の
権
利
や
自
由
な
ど
を
遵
守
す
る
よ
う
な
解
説
も
あ
り
、
権
利
な
ど
の

正
当
な
制
限
に
関
す
る
法
律
な
ど
の
適
用
に
つ
い
て
も
解
説
が
あ
る
。
以
下
で
、
い
く
つ
か
の
具
体
例
を
検
討
す
る
。

　

最
高
裁
判
所
総
会
の
実
際
に
つ
い
て
具
体
例
の
検
討
に
あ
た
っ
て
、
以
下
の
具
体
例
が
次
の
事
項
に
基
づ
い
て
選
択
さ
れ
て
い
る
。

ま
ず
、
①
は
最
高
裁
判
所
総
会
の
決
定
の
拘
束
力
に
関
す
る
事
項
、
②
直
接
的
な
権
利
保
障
に
か
か
わ
る
事
項
と
③
は
間
接
的
合
憲
性

保
障
に
か
か
わ
る
事
項
で
あ
る
。
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①　

最
高
裁
判
所
総
会
の
決
定
の
拘
束
力
に
関
す
る
事
項

　

ま
ず
、
①
の
最
高
裁
判
所
総
会
の
決
定
の
拘
束
力
に
関
わ
る
事
項
に
関
す
る
決
定
の
紹
介
を
す
る
。

　

二
〇
一
七
年
タ
シ
ケ
ン
ト
市
で
起
こ
っ
た
事
件
。
ミ
ロ
ボ
ド
区
刑
事
裁
判
所
の
二
〇
一
七
年
三
月
一
〇
日
の
判
決
が
出
さ
れ
、
刑
法

第
一
一
一
条
第
一
項
に
基
づ
い
て
被
告
の
Ｓ
に
対
し
て
提
訴
さ
れ
た
刑
事
手
続
は
当
事
者
間
の
和
解
の
根
拠
で
中
止
さ
れ
た
。

　

タ
シ
ケ
ン
ト
市
刑
事
裁
判
所
破
棄
審
の
二
〇
一
七
年
五
月
三
日
の
判
決
に
よ
っ
て
も
区
刑
事
裁
判
所
の
判
決
が
正
当
で
あ
る
と
判
断

さ
れ
た
。

　

判
決
に
よ
れ
ば
、
タ
シ
ケ
ン
ト
中
央
電
鉄
の
駅
前
の
市
民
送
迎
所
の
第
七
番
ポ
ス
ト
で
働
い
て
い
る
警
察
官
の
Ｓ
は
、「
テ
レ
ミ
ズ

─
タ
シ
ケ
ン
ト
」
行
き
の
電
車
で
来
て
い
る
両
親
を
迎
え
に
出
た
市
民
Ｆ
を
、「
侮
辱
し
た
」
と
い
う
事
由
で
、
Ｆ
の
手
を
と
っ
て
強

制
的
に
警
察
庁
に
連
れ
て
行
こ
う
と
す
る
。
し
か
し
、
Ｆ
は
Ｓ
の
手
か
ら
自
分
の
手
を
引
っ
張
っ
て
出
よ
う
と
し
、
倒
れ
て
し
ま
う
。

法
医
学
鑑
定
専
門
機
関
の
審
査
に
よ
り
、
Ｆ
は
中
程
度
の
身
体
傷
害
を
受
け
た
と
判
断
さ
れ
る
。

　

し
か
し
、
当
事
件
は
上
告
審
ま
で
い
く
こ
と
に
な
り
、
二
〇
一
七
年
七
月
一
一
日
最
終
審
の
判
決
に
よ
れ
ば
、
第
一
審
は
Ｓ
に
対
す

る
刑
事
事
件
を
審
理
す
る
際
、
事
件
の
発
生
に
関
す
る
事
項
を
全
面
的
に
確
定
す
る
た
め
の
十
分
な
審
理
を
行
わ
ず
、
二
〇
〇
七
年
六

月
二
七
日
の
「
傷
害
事
件
の
裁
判
の
実
際
に
関
す
る
」
最
高
裁
判
所
総
会
の
決
定
に
基
づ
か
な
か
っ
た
と
判
断
し
た
。

　

す
な
わ
ち
、
裁
判
所
総
会
の
本
決
定
の
第
二
項
で
は
、
身
体
に
対
す
る
傷
害
犯
罪
へ
の
適
用
条
件
を
正
当
に
決
め
る
際
、
犯
罪
責
任

の
形
態
、
犯
罪
の
動
機
、
目
的
、
方
法
ま
た
、
被
疑
者
の
行
為
に
よ
っ
て
発
生
し
た
結
果
と
の
因
果
関
係
、
そ
し
て
事
件
を
正
当
に
解

決
す
る
た
め
の
事
項
や
被
疑
者
に
対
す
る
正
当
な
刑
罰
を
科
す
た
め
に
必
要
で
あ
る
他
の
事
項
を
も
確
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
定

め
ら
れ
て
い
る
。
第
二
二
項
に
よ
れ
ば
、
刑
法
第
一
一
一
条
（
過
失
に
よ
っ
て
軽
程
度
及
び
中
程
度
の
傷
害
を
与
え
る
犯
罪
）
及
び
第

一
〇
二
条
（
過
失
に
よ
る
殺
人
）
を
適
用
し
て
犯
罪
へ
の
適
用
条
件
を
決
め
る
場
合
次
の
事
項
を
考
慮
に
入
れ
る
必
要
が
あ
る
。
被
疑

（
54
）
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者
の
行
使
し
た
暴
行
は
、
被
害
者
を
殴
打
す
る
形
で
、
被
害
者
の
身
体
に
軽
程
度
あ
る
い
は
中
程
度
の
傷
害
の
原
因
と
な
っ
た
場
合
、

そ
し
て
、
被
害
者
の
身
体
に
対
す
る
重
大
な
傷
害
は
、
被
疑
者
の
責
任
範
囲
外
に
あ
る
事
項
に
よ
っ
て
（
例
え
ば
、
殴
打
さ
れ
て
か
ら

倒
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
受
け
る
傷
害
）
発
生
し
た
場
合
、
被
疑
者
は
自
分
の
行
為
の
結
果
に
つ
い
て
予
測
が
な
く
、
し
か
し
予
測
す
る

こ
と
が
可
能
で
あ
り
、
予
測
す
べ
き
で
あ
っ
た
場
合
、
あ
る
い
は
予
測
で
き
て
い
て
、
事
故
を
避
け
る
た
め
の
不
十
分
な
根
拠
に
基
づ

い
て
行
動
し
た
場
合
に
お
い
て
の
み
刑
法
第
一
一
一
条
あ
る
い
は
第
一
〇
二
条
に
基
づ
い
て
判
断
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
解
説
が
あ

げ
ら
れ
て
い
る
。

　

刑
事
訴
訟
の
資
料
に
よ
れ
ば
、
Ｓ
は
警
察
官
と
し
て
働
い
て
お
り
、
二
〇
一
六
年
一
一
月
二
日
に
タ
シ
ケ
ン
ト
中
央
電
鉄
で
の
責
務

を
果
た
し
て
い
た
時
、
市
民
Ｆ
が
警
察
官
Ｓ
の
法
律
上
の
要
求
を
否
定
し
、
Ｓ
を
侮
辱
し
、
違
法
行
為
を
行
っ
た
。
そ
う
い
っ
た
原
因

で
、
Ｓ
は
Ｆ
に
対
し
て
法
律
上
の
処
分
を
適
用
す
る
た
め
に
警
察
庁
に
連
れ
て
行
こ
う
と
し
た
と
き
、
市
民
Ｆ
は
警
察
官
に
対
抗
し
服

従
し
な
か
っ
た
。
そ
の
時
、
Ｆ
は
自
分
の
手
を
Ｓ
の
手
か
ら
引
っ
張
っ
て
出
そ
う
と
し
て
時
倒
れ
て
し
ま
い
、
傷
害
を
受
け
る
。
Ｓ
は

法
律
上
与
え
ら
れ
て
い
る
責
務
を
果
た
し
て
い
て
、
Ｆ
に
対
し
て
殴
打
や
衝
撃
的
な
行
為
を
し
て
い
な
か
っ
た
と
判
断
さ
れ
、
逆
に
Ｆ

は
警
察
官
に
積
極
的
に
対
抗
し
て
い
た
時
Ｓ
の
手
を
振
り
ほ
ど
い
た
結
果
、
倒
れ
て
し
ま
う
こ
と
に
よ
り
傷
害
を
受
け
た
。

　

こ
の
場
合
、
Ｓ
の
行
為
は
刑
法
第
一
一
一
条
の
適
用
条
件
に
当
て
は
ま
ら
な
い
と
判
断
さ
れ
、
刑
事
訴
訟
法
第
八
三
条
第
二
項
に
よ

っ
て
、
犯
罪
の
構
成
要
件
の
欠
如
の
た
め
容
疑
者
は
無
罪
と
認
定
さ
れ
、
釈
放
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
判
断
さ
れ
、
刑
事
訴
訟
は

中
止
さ
れ
た
。

　

最
高
裁
判
所
最
終
審
の
二
〇
一
七
年
七
月
一
一
日
の
判
決
に
よ
っ
て
上
記
の
ミ
ロ
ボ
ド
区
刑
事
裁
判
所
の
判
決
と
タ
シ
ケ
ン
ト
市
刑

事
裁
判
所
破
棄
審
の
判
決
は
廃
止
さ
れ
、
刑
事
訴
訟
は
、
刑
事
訴
訟
法
第
八
三
条
最
二
項
の
犯
罪
の
構
成
要
件
の
欠
如
と
い
う
根
拠
で
、

中
止
さ
れ
た
。
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憲
法
第
二
六
条
に
は
無
罪
の
推
定
が
定
め
ら
れ
て
お
り
、
そ
れ
に
よ
れ
ば
、
被
疑
者
と
し
て
告
知
さ
れ
て
い
る
何
人
も
、
事
件
が
合

法
的
に
（
法
律
上
）、
公
開
の
訴
訟
手
続
よ
っ
て
そ
の
犯
罪
責
任
が
確
定
さ
れ
な
い
限
り
無
罪
と
推
定
さ
れ
る
。

　

最
高
裁
裁
判
所
総
会
の
本
決
定
は
、
犯
罪
責
任
を
合
法
的
に
認
定
す
る
と
い
う
（
適
正
手
続
の
原
則
）
憲
法
の
条
項
に
つ
い
て
、
そ

の
条
項
を
よ
り
公
正
に
適
用
し
、
正
当
性
を
与
え
る
た
め
の
手
段
と
し
て
の
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。
ま
た
、
最
高
裁
判
所
総
会
の
解

説
決
定
に
基
づ
か
な
か
っ
た
下
級
裁
判
所
の
判
断
が
廃
止
さ
れ
る
こ
と
は
、
そ
の
決
定
が
い
か
な
る
拘
束
力
を
持
つ
か
と
い
う
こ
と
の

答
え
に
も
な
る
。

　

②　

直
接
的
な
権
利
保
障
に
か
か
わ
る
事
項

　
「
裁
判
所
に
よ
る
労
働
契
約
の
解
除
に
つ
い
て
規
定
す
る
法
律
の
適
用
に
関
す
る
」
最
高
裁
判
所
総
会
の
決
定
（
一
九
九
八
年
四
月

一
七
日
、
第
一
二
号
）
に
よ
れ
ば
、

　
「
最
高
裁
判
所
総
会
は
次
の
こ
と
を
本
決
定
の
目
的
と
す
る
。

　

一
九
九
五
年
一
二
月
二
一
日
に
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
労
働
法
典
が
制
定
さ
れ
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
労
働
法
の
正
当
且
つ
一
律
的

な
適
用
の
保
障
を
目
指
し
、
訴
訟
に
お
け
る
法
律
適
用
の
議
題
を
解
明
す
る
た
め
に
本
決
定
を
定
め
る
。

　
（
中
略
）

　

㈤
．
裁
判
所
は
次
の
こ
と
を
考
慮
に
入
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
は
、
労
働
法
典
第
七
六
条
が
定
め
る
事

由
が
あ
る
と
い
う
原
因
で
期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
の
み
に
限
っ
て
そ
れ
を
締
結
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

　

期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
の
締
結
を
可
能
に
す
る
事
由
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
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㈠　

職
務
の
内
容
（
性
格
）
に
よ
っ
て
、
労
働
者
が
契
約
上
の
職
務
を
特
定
の
期
間
が
経
過
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
続
行
す
る
こ
と
が

で
き
な
い
と
い
う
客
観
的
な
事
情
が
あ
ら
か
じ
め
知
ら
れ
て
い
た
場
合
。

　

㈡　

労
働
者
が
雇
用
さ
れ
る
職
務
の
履
行
条
件
。
こ
の
場
合
、
職
務
自
体
が
恒
常
的
な
性
格
を
持
つ
が
、
そ
の
履
行
は
労
働
者
と
の

期
間
の
定
め
の
な
い
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
を
不
可
能
に
す
る
（
労
働
者
の
労
働
的
且
つ
社
会
的
休
暇
の
期
間
中
に
法
律
上
確
保
さ
れ

る
勤
務
先
に
他
の
労
働
者
を
雇
用
す
る
場
合
）。

　

㈢　

期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
の
締
結
に
つ
い
て
は
労
働
者
の
利
益
が
原
因
と
な
っ
た
場
合
」
と
い
う
解
説
が
あ
げ
ら
れ
て
い

る
。

　

最
高
裁
判
所
総
会
の
本
決
定
の
第
五
項
は
労
働
法
典
第
七
六
条
の
適
用
に
つ
い
て
の
解
説
で
あ
る
。
労
働
法
典
第
七
六
条
は
次
の
と

お
り
で
あ
る
。

「
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
は
以
下
の
場
合
締
結
さ
れ
る
。

　

㈠　

当
該
職
務
の
性
格
、
履
行
条
件
や
労
働
者
の
利
益
に
関
わ
る
事
情
に
よ
り
期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約
を
締
結
で
き
な
い
場

合
。

　

㈡　

企
業
の
長
、
そ
の
次
長
、
会
計
部
長
な
ど
と
、
会
計
部
長
職
の
不
在
の
場
合
は
そ
の
職
務
を
行
使
す
る
他
の
労
働
者
と
締
結
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

　

㈢　

法
律
で
定
め
ら
れ
る
他
の
場
合
」。

　

最
高
裁
判
所
総
会
は
、
本
決
定
に
お
い
て
、
労
働
法
典
第
七
六
条
の
規
定
を
明
ら
か
に
し
た
上
で
、
解
説
を
行
っ
て
い
る
。
す
な
わ

ち
、
本
決
定
の
第
五
項
②
に
お
い
て
「
労
働
者
の
労
働
的
か
つ
社
会
的
休
暇
の
期
間
中
に
法
律
上
確
保
さ
れ
る
勤
務
先
に
他
の
労
働
者

を
雇
用
す
る
場
合
」
機
関
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
を
締
結
す
る
べ
き
と
し
て
い
る
。
つ
ま
り
、
休
暇
中
の
労
働
者
の
権
利
が
最
高
裁
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判
所
総
会
の
決
定
に
よ
り
確
保
さ
れ
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

　

ま
た
、
本
決
定
に
お
い
て
、
最
高
裁
総
会
は
労
働
法
典
第
九
九
条
に
つ
い
て
も
解
説
を
あ
げ
て
い
る
。
労
働
法
典
第
九
九
条
、
第
六

項
に
は
、
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
は
労
働
者
の
依
頼
に
よ
り
解
除
さ
れ
る
場
合
、
労
働
者
に
対
し
て
違
約
罰
が
課
さ
れ
る
と
規

定
さ
れ
て
い
る
。
第
九
九
条
、
第
五
項
に
は
、
例
外
が
定
め
ら
れ
て
お
り
、「
労
働
者
の
労
働
契
約
の
解
除
に
つ
い
て
の
申
立
て
は
職

務
を
続
行
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
条
件
（
大
学
な
ど
へ
の
入
学
、
定
年
、
選
挙
に
よ
る
選
任
や
他
の
場
合
）
に
基
づ
い
た
場
合
、
雇
用

者
は
労
働
契
約
を
労
働
者
が
依
頼
す
る
月
日
に
解
除
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
定
め
ら
れ
て
い
る
。
最
高
裁
総
会
は
こ
の
条
文
に
つ

い
て
以
下
の
解
説
を
あ
げ
て
い
る
。

「
九
．
労
働
法
典
第
九
九
条
、
第
五
項
は
例
示
的
な
事
情
の
み
を
定
め
て
い
る
。
裁
判
所
は
訴
訟
に
お
い
て
、
事
件
の
具
体
的
な
証
拠

に
基
づ
い
て
他
の
事
情
（
労
働
者
の
健
康
状
態
、
病
気
の
家
族
（
障
害
者
）
の
看
護
や
配
偶
者
の
他
の
地
域
に
お
け
る
兵
役
な
ど
）
に

よ
っ
て
も
違
約
金
の
支
払
い
を
例
外
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
定
め
て
い
る
。

　

上
記
の
決
定
に
お
い
て
は
、
最
高
裁
総
会
は
労
働
者
の
権
利
の
保
障
を
考
慮
に
入
れ
、
法
律
の
合
憲
的
な
適
用
を
目
指
し
、
追
加
的

な
事
情
を
定
め
た
も
の
で
あ
る
。

　

ま
た
、
最
高
裁
判
所
総
会
解
説
決
定
の
中
で
、
個
人
の
名
誉
及
び
尊
敬
に
関
す
る
憲
法
上
の
規
定
を
厳
守
す
る
こ
と
に
つ
い
て
規
定

し
た
決
定
が
多
い
。

　

③　

間
接
的
合
憲
性
保
障
に
か
か
わ
る
事
項

　

現
行
の
「
企
業
活
動
の
自
由
の
保
障
に
関
す
る
」
法
律
（
二
〇
一
二
年
五
月
二
日
、
第
三
二
八
号
）
第
三
条
は
、

「
企
業
活
動
と
は
、
企
業
活
動
の
主
体
た
る
者
が
自
ら
の
リ
ス
ク
、
自
ら
の
財
産
責
任
の
下
で
、
収
入
（
利
益
）
を
受
領
す
る
こ
と
を

（
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目
的
と
し
、
法
律
に
従
っ
て
行
う
自
発
的
な
活
動
で
あ
る
」
と
定
め
、
企
業
活
動
が
何
か
に
つ
い
て
規
定
し
て
い
る
。
ま
た
、
行
政
的

責
任
法
典
第
一
七
六
条
、
刑
法
典
一
八
八
条
は
、
登
記
を
行
わ
ず
企
業
活
動
に
従
事
し
、
利
益
を
得
る
行
為
に
対
す
る
行
政
上
の
責
任

あ
る
い
は
刑
事
責
任
を
定
め
て
い
る
。
つ
ま
り
、「
企
業
活
動
の
自
由
の
保
障
に
関
す
る
」
法
律
第
三
条
に
該
当
す
る
如
何
な
る
活
動

を
登
記
な
し
で
行
う
こ
と
は
法
律
上
の
責
任
を
生
じ
さ
せ
る
。
法
律
上
企
業
活
動
の
範
囲
が
具
体
的
に
定
め
ら
れ
て
い
な
い
た
め
、
個

人
に
不
正
に
法
律
上
の
責
任
を
負
わ
せ
る
可
能
性
が
あ
る
。

　

二
〇
一
三
年
一
二
月
一
一
日
に
採
択
さ
れ
た
第
二
号
の
「
企
業
活
動
に
つ
い
て
の
裁
判
例
に
関
す
る
」
最
高
裁
判
所
総
会
の
決
定
は
、

企
業
活
動
の
範
囲
を
明
ら
か
に
し
て
お
り
、
個
人
を
法
律
に
よ
る
不
正
の
侵
害
か
ら
保
護
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
最

高
裁
判
所
総
会
は
以
下
の
解
説
を
あ
げ
て
い
る
。

　
「
㈠
．
憲
法
第
五
三
条
第
一
項
に
よ
れ
ば
、
国
家
は
消
費
者
の
権
利
の
優
位
や
所
有
権
の
法
律
上
の
保
護
の
確
保
を
考
慮
に
入
れ
、

経
済
的
活
動
、
事
業
活
動
や
労
働
の
自
由
を
保
障
す
る
と
定
め
て
い
る
。

　

上
記
の
憲
法
の
規
定
は
、
何
人
も
事
業
活
動
あ
る
い
は
経
済
活
動
に
お
い
て
自
分
の
能
力
や
所
有
物
を
自
由
に
使
用
す
る
権
利
を
有

す
る
と
い
う
内
容
を
持
つ
。

　
（
中
略
）

　

㈢
．
裁
判
所
は
次
の
こ
と
を
考
慮
に
入
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
人
の
あ
る
活
動
を
事
業
活
動
で
あ
る
と
認
め
る
た
め
に
、
次
の
二
つ
の

条
件
が
必
要
で
あ
る　

─　

①
利
益
を
得
る
た
め
の
活
動
と
し
て
体
系
的
に
行
わ
れ
る
べ
き
で
あ
る
、
②
企
業
活
動
は
職
業
と
し
て
行

わ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。

　

か
く
て
、
一
度
限
り
の
納
入
契
約
（
例
え
ば
、
住
宅
や
不
動
産
の
貸
し
出
し
（
賃
貸
）、
私
物
の
販
売
、
時
と
し
て
の
業
務
委
託
契

約
あ
る
い
は
請
負
契
約
に
よ
る
小
業
務
の
履
行
な
ど
）
を
結
ぶ
者
が
そ
の
活
動
を
何
回
か
行
っ
た
と
し
て
も
、
登
記
の
行
使
を
強
制
し
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て
は
い
け
な
い
。
労
働
契
約
に
よ
る
如
何
な
る
業
務
の
履
行
も
企
業
活
動
と
み
な
さ
れ
な
い
。

　
（
中
略
）

�
．
個
人
は
、
登
記
を
行
わ
ず
あ
る
い
は
特
別
許
可
（
ラ
イ
セ
ン
ス
）
を
取
得
せ
ず
企
業
活
動
に
従
事
す
る
組
織
と
雇
用
関
係
に
あ
る

場
合
、
雇
用
契
約
か
ら
生
じ
る
義
務
の
履
行
に
は
、
行
政
的
責
任
法
典
第
一
六
五
条
、
第
一
七
六
条
、
第
一
七
六
三
条
、
刑
法
典
第
一

八
八
条
、
第
一
九
〇
条
に
規
定
さ
れ
て
い
る
違
反
の
要
素
が
含
ま
れ
て
い
な
い
」。

　

本
決
定
に
お
い
て
、
最
高
裁
判
所
総
会
は
、
企
業
活
動
の
定
義
を
下
し
、
間
接
的
に
せ
よ
、
憲
法
上
保
障
さ
れ
て
い
る
財
産
権
、
労

働
権
（
憲
法
五
三
条
）
ま
た
所
有
権
（
憲
法
五
四
条
）
を
法
規
範
（
行
政
的
責
任
法
典
第
一
六
五
条
、
第
一
七
六
条
、
第
一
七
六
三
条
、

刑
法
典
第
一
八
八
条
、
第
一
九
〇
条
）
の
侵
害
か
ら
保
護
し
て
い
る
と
い
う
役
割
を
果
た
し
て
い
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
ら
れ
る
。

つ
ま
り
、
本
決
定
は
行
政
責
任
法
典
や
刑
法
典
な
ど
の
違
憲
的
な
適
用
を
回
避
す
る
た
め
の
決
定
と
し
て
、
間
接
的
な
意
味
で
の
合
憲

性
保
障
の
役
割
を
果
た
し
て
い
る
と
い
え
る
。

　

最
高
裁
判
所
総
会
は
直
接
的
に
法
律
の
合
憲
性
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
お
ら
ず
、
上
記
の
事
例
で
見
た
通
り
、
法
律
の
語
義
内

の
解
釈
を
行
い
、
間
接
的
な
意
味
で
、
法
律
の
合
憲
性
に
つ
い
て
の
疑
義
の
発
生
①
と
と
も
に
法
律
の
違
憲
的
な
適
用
を
回
避
し
て
い

る
②
と
い
え
る
。
①
に
関
し
て
は
、
最
高
裁
判
所
総
会
は
本
会
議
に
お
い
て
法
律
の
適
用
に
つ
い
て
、
ま
ず
憲
法
上
の
当
該
規
定
の
存

在
を
考
慮
に
入
れ
て
審
査
行
い
、
解
説
を
下
す
。
そ
の
指
導
的
解
説
に
基
づ
い
て
法
律
が
適
用
さ
れ
、
そ
の
結
果
合
憲
性
に
つ
い
て
疑

義
も
発
生
し
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
②
に
関
し
て
は
、
裁
判
所
法
で
定
め
ら
れ
て
い
る
最
高
裁
判
所
総
会
の
決
定
の
拘
束
力
の
存

在
の
結
果
、
下
級
裁
判
所
は
自
ら
法
律
を
解
釈
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
最
高
裁
判
所
総
会
の
指
導
に
従
っ
て
法
律
を
適
用
し
、
結
局
法

律
の
違
憲
的
な
適
用
も
回
避
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
つ
ま
り
、
最
高
裁
判
所
総
会
の
機
能
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
が
直
接
的
に
合
憲
性
審

査
機
能
で
あ
る
と
は
い
え
な
い
が
、
間
接
的
な
意
味
に
お
い
て
そ
う
い
っ
た
役
割
を
果
た
し
て
い
る
と
言
え
る
の
で
あ
る
。

（
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）
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第
三
節　

現
代
の
ロ
シ
ア
連
邦
最
高
裁
判
所
に
よ
る
憲
法
保
障
の
実
践

　

ロ
シ
ア
連
邦
最
高
裁
判
所
に
お
い
て
、
法
廷
に
お
け
る
裁
判
所
に
よ
る
憲
法
規
定
の
遵
守
と
裁
判
所
に
よ
る
ロ
シ
ア
憲
法
の
適
用
の

実
際
を
総
括
す
る
た
め
の
真
剣
な
取
組
み
が
行
わ
れ
て
い
る
。

　

具
体
的
に
、
次
の
こ
と
が
目
指
さ
れ
て
い
た
。
①
憲
法
の
規
定
の
厳
格
な
実
施
、
憲
法
へ
の
従
属
、
及
び
そ
れ
に
基
づ
く
法
律
に
向

け
た
裁
判
所
の
方
向
性
と
、
②
憲
法
の
関
連
条
項
の
規
定
を
具
体
化
す
る
た
め
の
連
邦
法
が
な
い
場
合
、
そ
し
て
現
行
の
実
定
法
及
び

手
続
法
の
規
定
が
憲
法
の
規
定
と
矛
盾
す
る
場
合
、
ロ
シ
ア
連
邦
の
憲
法
を
直
接
適
用
法
と
し
て
適
用
す
る
義
務
の
こ
と
で
あ
っ
た
。

　

憲
法
の
保
護
、
憲
法
上
の
権
利
と
自
由
の
保
護
は
、
最
高
の
司
法
機
関
で
あ
る
ロ
シ
ア
連
邦
最
高
裁
判
所
と
ロ
シ
ア
連
邦
最
高
仲
裁

裁
判
所
の
基
本
的
な
任
務
で
あ
り
、
具
体
的
な
事
件
の
審
理
や
裁
判
の
実
際
に
関
す
る
意
見
を
出
す
こ
と
な
ど
が
そ
の
現
れ
で
あ
る
。

司
法
機
関
に
よ
る
立
法
（
法
案
）
の
発
議
権
が
十
分
に
活
用
さ
れ
て
い
な
く
て
も
、
裁
判
の
総
括
権
限
は
定
期
的
に
行
使
さ
れ
て
い
る
。

以
下
で
は
、T

. Y
.

ハ
ブ
リ
エ
ワ
教
授
が
紹
介
し
た
い
く
つ
か
の
総
会
の
決
定
を
検
討
す
る
。

　

①　

軍
人
の
権
利
の
保
護
に
関
す
る
連
邦
最
高
裁
判
所
総
会
の
解
説

　

一
九
九
二
年
に
軍
事
法
廷
も
ロ
シ
ア
連
邦
の
司
法
制
度
に
移
さ
れ
た
後
、
ロ
シ
ア
連
邦
の
最
高
裁
判
所
は
、
軍
の
指
揮
統
制
機
関
お

よ
び
軍
事
関
係
者
に
よ
る
違
反
か
ら
軍
人
の
権
利
を
司
法
的
に
保
護
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
と
い
う
問
題
に
直
面
し
た
。
問
題
は
、
軍

人
の
権
利
の
司
法
保
護
に
関
連
す
る
問
題
を
規
制
す
る
法
律
が
存
在
し
て
お
ら
ず
、
軍
事
法
廷
の
権
限
は
刑
事
事
件
の
み
を
検
討
す
る

こ
と
で
あ
り
（
民
事
事
件
は
例
外
と
見
な
さ
れ
、
人
民
法
院
が
な
か
っ
た
場
合
）、
そ
の
よ
う
な
事
件
の
審
理
は
人
民
法
院
に
と
っ
て

そ
の
専
門
性
の
観
点
か
ら
非
常
に
困
難
で
あ
り
、
し
ば
し
ば
あ
る
い
は
完
全
に
不
可
能
で
あ
っ
た
。

　

ロ
シ
ア
連
邦
最
高
裁
判
所
総
会
は
、
憲
法
を
直
接
適
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
こ
の
問
題
を
解
決
し
た
。
当
時
の
ロ
シ
ア
連
邦
憲
法

（
57
）

（
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）
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（
一
九
九
二
年
四
月
二
一
日
改
正
）
の
六
三
条
に
は
、
次
の
よ
う
に
規
定
さ
れ
て
い
た
。「
何
人
に
も
自
分
の
権
利
と
自
由
の
司
法
的

保
護
お
よ
び
法
的
支
援
を
受
け
る
権
利
が
保
証
さ
れ
る
。
法
律
違
反
ま
た
は
そ
の
権
限
の
乱
用
な
ら
び
に
市
民
の
権
利
の
侵
害
を
も
た

ら
す
、
役
人
、
国
家
機
関
お
よ
び
公
的
機
関
の
決
定
お
よ
び
行
為
に
対
し
て
は
、
裁
判
所
に
訴
え
る
こ
と
が
で
き
る
」。

　

連
邦
最
高
裁
判
所
総
会
は
、
一
九
九
二
年
一
一
月
一
八
日
に
第
一
四
号
の
「
軍
事
司
令
部
及
び
軍
事
管
理
機
関
の
違
法
行
為
か
ら
軍

人
の
権
利
の
司
法
的
保
護
に
つ
い
て
」
の
決
定
を
採
択
し
、
次
の
よ
う
に
解
説
を
あ
げ
た
。

　
「
㈠
．
ロ
シ
ア
連
邦
憲
法
第
四
六
条
に
基
づ
い
て
、
す
べ
て
の
軍
人
は
、
自
分
の
権
利
と
自
由
が
侵
害
さ
れ
た
場
合
、
侵
害
者
た
る

軍
事
司
令
部
、
軍
事
統
制
機
関
及
び
軍
事
職
員
の
行
動
に
対
し
て
裁
判
所
に
訴
え
る
権
利
を
有
す
る
。」
と
し
て
い
た
。
総
会
は
、
さ

ら
に
次
の
こ
と
指
摘
し
て
い
た
。

　
「
㈡
．
軍
事
統
制
機
関
、
軍
事
役
人
に
よ
る
軍
人
の
権
利
の
侵
害
に
関
す
る
訴
訟
は
一
九
八
九
年
一
一
月
二
日
の
『
市
民
の
権
利
を

侵
害
す
る
政
府
機
関
あ
る
い
は
公
務
員
の
行
為
に
つ
い
て
の
裁
判
所
へ
の
不
服
申
し
立
て
手
続
に
関
す
る
』
旧
ソ
連
の
法
律
に
基
づ
い

て
行
わ
れ
る
」。

　

軍
人
の
権
利
の
司
法
的
保
護
を
も
規
制
す
る
ロ
シ
ア
連
邦
の
特
別
法
は
、「
市
民
の
権
利
を
侵
害
す
る
行
為
に
つ
い
て
の
裁
判
所
へ

の
不
服
申
し
立
て
手
続
に
関
す
る
」
法
律
、
一
九
九
三
年
四
月
二
七
日
に
き
て
制
定
さ
れ
た
。
特
別
法
の
制
定
ま
で
は
、
上
記
の
最
高

裁
判
所
総
会
の
決
定
は
軍
人
の
権
利
侵
害
（
不
法
解
雇
、
給
与
不
払
い
、
降
格
な
ど
）
に
関
連
す
る
事
件
や
そ
の
保
護
に
お
い
て
大
き

な
役
割
を
果
た
し
て
い
た
。

　

②　

通
信
の
秘
密
の
保
護
に
関
す
る
連
邦
最
高
裁
判
所
総
会
の
解
説

　

ロ
シ
ア
連
邦
憲
法
第
二
三
条
に
は
、「
何
人
も
信
書
、
電
話
で
の
会
話
、
郵
便
、
電
信
、
そ
の
他
の
通
信
の
秘
密
の
権
利
を
有
す
る
。
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こ
の
権
利
の
制
限
は
、
裁
判
所
に
よ
る
令
状
に
基
づ
い
て
の
み
許
可
さ
れ
る
」
と
規
定
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
以
前
、
そ
う
い
っ
た

権
利
制
限
は
検
察
官
の
令
状
に
よ
っ
て
許
可
さ
れ
る
こ
と
が
法
律
上
定
め
ら
れ
て
い
た
。
ロ
シ
ア
連
邦
憲
法
の
施
行
後
（
一
九
九
三
年

以
降
）
検
察
官
に
よ
る
令
状
を
定
め
る
法
律
を
、
特
に
上
記
の
権
利
の
制
限
に
関
わ
る
令
状
に
関
す
る
規
定
を
、
実
施
す
る
こ
と
は
不

可
能
で
あ
っ
た
。
そ
の
よ
う
な
状
況
の
下
で
、
最
高
裁
判
所
総
会
の
一
九
九
三
年
一
二
月
二
四
日
の
「
ロ
シ
ア
連
邦
憲
法
第
二
三
条
お

よ
び
第
二
条
の
適
用
に
関
連
す
る
い
く
つ
か
の
問
題
に
関
す
る
」
第
一
三
号
の
決
定
が
採
択
さ
れ
、
信
書
、
通
信
な
ど
の
権
利
の
制
限

は
裁
判
所
の
令
状
に
基
づ
く
も
の
と
さ
れ
、
総
会
の
決
定
は
、
法
律
が
改
正
さ
れ
る
ま
で
（
一
九
九
五
年
）
憲
法
の
規
定
を
保
障
す
る

役
割
を
果
た
し
て
い
た
。

　

③　

死
刑
に
関
す
る
連
邦
最
高
裁
判
所
総
会
の
解
説

　

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
の
崩
壊
後
も
施
行
し
て
い
た
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
の
刑
法
典
第
八
七
条
、
第
二
項
は
（
一
九
六
二
年
七
月
二
五
日
制
定
の

ソ
ビ
エ
ト
連
邦
刑
法
典
）、
通
貨
ま
た
は
有
価
証
券
の
偽
造
に
対
し
て
例
外
的
な
刑
罰
と
し
て
死
刑
を
規
定
し
て
い
た
。
一
九
九
三
年

の
ロ
シ
ア
連
邦
憲
法
第
第
二
〇
条
は
、
死
刑
に
つ
い
て
、
生
命
に
関
わ
る
重
大
な
犯
罪
に
対
す
る
例
外
的
な
刑
罰
と
し
て
連
邦
法
に
よ

っ
て
制
定
さ
れ
る
と
規
定
し
て
い
た
。
ロ
シ
ア
連
邦
憲
法
の
施
行
後
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
の
刑
法
典
第
八
七
条
の
憲
法
と
の
矛
盾
が
生
じ

た
。

　

ロ
シ
ア
連
邦
憲
法
の
違
憲
法
規
範
か
ら
保
護
す
る
こ
と
を
目
指
し
、
最
高
裁
判
所
総
会
は
一
九
九
四
年
四
月
二
八
日
に
「
通
貨
ま
た

は
有
価
証
券
の
偽
造
に
関
す
る
裁
判
に
つ
い
て
」
の
第
二
号
の
決
定
を
採
択
し
、
次
の
こ
と
を
規
定
し
て
い
た
。

「
　

�
．
通
貨
ま
た
は
有
価
証
券
の
偽
造
の
犯
罪
有
罪
判
決
を
受
け
た
人
に
関
し
て
、
裁
判
所
は
、
ロ
シ
ア
連
邦
憲
法
第
二
〇
条
が
、
死

（
60
）

（
61
）
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刑
に
つ
い
て
、
生
命
に
関
わ
る
重
大
な
犯
罪
に
対
し
て
の
み
例
外
的
な
刑
罰
と
し
て
課
さ
れ
る
と
規
定
し
て
い
る
こ
と
を
考
慮
に
入
れ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
か
く
て
、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
刑
法
典
第
八
七
条
が
定
め
る
犯
罪
に
対
し
て
死
刑
を
課
す
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
」
と

い
う
意
見
を
下
し
て
い
た
。

　

一
九
九
四
年
七
月
一
日
の
刑
法
典
の
改
正
後
、
死
刑
は
八
七
条
か
ら
排
除
さ
れ
た
。
二
ヶ
月
の
短
期
間
で
あ
る
に
せ
よ
、
最
高
裁
判

所
総
会
の
決
定
は
憲
法
を
保
護
す
る
役
割
を
果
た
し
て
い
た
。

「
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
監
督
に
関
す
る
」
法
律
第
一
条
（
一
九
九
〇
年
六
月
二
〇
日
、
九
三-

Ⅻ
番
）。

同
法
・
第
五
条
、
第
六
条
、
第
一
〇
条
。

「
憲
法
裁
判
所
法
」
第
二
条
（
一
九
九
五
年
六
月
三
〇
日
、
一
〇
三-

Ⅰ
番
）。

同
法
・
三
条
。

「
憲
法
を
改
正
す
る
た
め
に
制
定
さ
れ
る
法
律
あ
る
い
は
、
憲
法
の
規
定
に
関
す
る
法
律
」、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
百
科
事
典
、
タ
シ
ケ
ン

ト
、
二
〇
〇
〇
年
。

「
憲
法
裁
判
所
法
」（
新
訂
）
三
二
条
（
二
〇
一
七
年
五
月
三
一
日
、
四
三
一
番
）。

同
法
・
三
三
条
。

«Узбекистон Республикаси Конституциясига ш
архлар», Ш

.З.Уразаев, З.А
лматов, Б.Х

.Гулямов, Тош
кент, 2001г., 460б.

同
法
・
一
三
条
。

同
法
・
三
四
条
。

「
国
家
は
そ
の
活
動
を
、
人
間
及
び
社
会
の
福
祉
の
た
め
社
会
正
義
と
適
法
性
の
原
則
に
基
づ
い
て
行
う
」、
憲
法
一
四
条
。「
ウ
ズ
ベ
キ

ス
タ
ン
共
和
国
に
お
い
て
憲
法
及
び
法
律
の
優
位
が
認
め
ら
れ
る
」、
憲
法
第
一
五
条
。「
す
べ
て
国
民
は
、
性
別
、
人
種
、
言
語
、
信
条
、
社

会
的
身
分
又
は
、
社
会
的
関
係
に
お
い
て
、
差
別
さ
れ
ず
、
法
の
下
に
平
等
で
あ
る
」、
憲
法
一
八
条
。「
何
人
も
、
法
律
上
、
勤
労
の
権
利
、

職
業
の
選
択
の
自
由
を
有
し
、
公
平
な
労
働
条
件
お
よ
び
失
業
保
険
が
保
障
さ
れ
る
」、
憲
法
三
七
条
一
項
。

一
九
九
五
年
の
憲
法
裁
判
所
法
第
一
九
条
は
憲
法
裁
判
所
に
事
案
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
者
に
つ
い
て
定
め
て
お
り
、
第
二
五
条
は
、

（
26
）

（
27
）

（
28
）

（
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）

（
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）

（
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）

（
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）

（
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）
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）
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）

（
36
）
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）
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憲
法
裁
判
所
に
お
け
る
審
理
手
続
き
に
関
す
る
条
文
、
第
二
六
条
は
、
憲
法
裁
判
所
の
裁
判
（
憲
法
裁
判
所
の
「
判
決
」
及
び
「
意
見
」）
に

つ
い
て
の
規
定
、
第
二
七
条
は
、
憲
法
裁
判
所
に
よ
る
裁
判
の
公
布
の
手
続
き
関
す
る
規
定
で
あ
る
。

O
ʼzbekiston Respublikasi K

onstitutsiyaviy sudi A
xborotnom

asi. 1998-yil, 1-son, 82-83b.

訳
文
は
、
杉
浦
一
孝
「
ウ
ズ
ベ

キ
ス
タ
ン
共
和
国
憲
法
裁
判
所
と
立
憲
主
義
」『
名
古
屋
大
学
法
政
論
集
』
二
二
四
巻
（
二
〇
〇
八
年
）
一
八
三-

一
八
四
頁
を
参
照
。

杉
浦
・
前
掲
注
（
38
）
一
八
五
頁
。

O
ʼzbekiston Respublikasi K

onstitutsiyaviy sudi A
xborotnom

asi. 1998-yil, 1-son, 84-85b.

訳
文
は
、
杉
浦
・
前
掲
注
（
38
）

八
七
頁
を
参
照
。

杉
浦
・
前
掲
注
（
38
）
一
八
八
頁
。

「
憲
法
裁
判
所
法
」（
新
訂
）
三
二
条
（
二
〇
一
七
年
五
月
三
一
日
、
四
三
一
番
）。

同
法
・
三
三
条
。

刑
法
典
第
二
四
〇
条
「
捜
査
、
取
り
調
べ
及
び
法
廷
に
お
い
て
証
言
す
る
こ
と
を
拒
否
し
た
目
撃
者
及
び
被
害
者
ま
た
は
専
門
的
な
意
見

を
出
す
こ
と
を
拒
否
し
た
鑑
定
人
は
最
低
賃
金
の
二
五
倍
ま
で
の
罰
金
ま
た
は
三
ヶ
月
間
ま
で
の
懲
役
に
処
す
る
」。
二
〇
一
九
年
五
月
二
三

日
に
刑
法
改
正
に
よ
り
、「
三
ヶ
月
間
ま
で
の
懲
役
」
は
「
三
六
〇
時
間
の
強
制
的
公
共
事
業
」
に
改
正
さ
れ
た
。

刑
事
訴
訟
法
典
第
六
八
条
第
四
項
、
商
事
訴
訟
法
典
第
四
七
条
第
四
項
、
民
事
訴
訟
法
典
第
八
六
条
第
三
項
は
、「
鑑
定
人
は
故
意
に
偽

証
を
下
し
た
場
合
ま
た
は
裁
判
所
に
よ
り
正
当
で
な
い
と
承
認
さ
れ
た
原
因
に
よ
っ
て
意
見
を
下
す
こ
と
を
拒
否
ま
た
は
逸
脱
し
た
場
合
刑
法

典
第
二
三
八
条
及
び
第
二
四
〇
条
に
基
づ
き
刑
法
上
の
責
任
を
負
う
」
と
規
定
し
て
い
る
。

過
去
の
憲
法
裁
判
所
法
第
二
五
条
は
、「
憲
法
裁
判
所
は
、
合
憲
性
に
つ
い
て
疑
惑
に
付
す
る
具
体
的
な
問
題
に
つ
い
て
判
断
す
る
」
と
、

ま
た
第
二
六
条
は
、「『
国
家
間
の
条
約
及
び
法
規
範
の
憲
法
適
合
性
に
つ
い
て
審
理
を
し
た
裁
判
の
結
果
』
に
関
す
る
判
断
を
『
判
決
（карор

）』

と
い
い
、
そ
の
他
の
場
合
の
も
の
を
『
意
見
（хулоса

）』
と
い
う
」
と
規
定
し
て
い
た
。

ド
イ
ツ
連
邦
共
和
国
基
本
法
（
一
九
四
九
年
五
月
二
三
日
）
第
一
〇
〇
条
［
具
体
的
規
範
統
制
］。

㈠
裁
判
所
が
、
裁
判
に
お
い
て
、
そ
の
効
力
が
問
題
と
な
る
法
律
が
違
憲
で
あ
る
と
考
え
る
と
き
は
、
手
続
を
中
止
し
、
ラ
ン
ト
憲
法
違
反
に

関
し
て
は
、
ラ
ン
ト
の
憲
法
争
訟
に
つ
い
て
の
権
限
を
有
す
る
裁
判
所
の
裁
判
を
求
め
、
こ
の
基
本
法
違
反
に
関
し
て
は
、
連
邦
憲
法
裁
判
所

の
裁
判
を
求
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ラ
ン
ト
の
法
律
に
よ
る
こ
の
基
本
法
に
対
す
る
違
反
お
よ
び
ラ
ン
ト
の
法
律
の
連
邦
法
と
の
不
一
致
が

（
38
）

（
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）

（
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）
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）
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）
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問
題
と
な
る
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

㈡
法
律
上
の
争
訟
に
お
い
て
、
国
際
法
の
規
則
が
連
邦
法
の
構
成
部
分
で
あ
る
か
ど
う
か
、
な
ら
び
に
そ
れ
が
個
人
に
対
し
て
直
接
権
利
お
よ

び
義
務
を
生
じ
さ
せ
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
疑
義
が
あ
る
と
き
は
、
裁
判
所
は
、
連
邦
憲
法
裁
判
所
の
裁
判
を
求
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

㈢
ラ
ン
ト
の
憲
法
裁
判
所
が
、
基
本
法
の
解
釈
に
つ
い
て
、
連
邦
憲
法
裁
判
所
ま
た
は
他
の
ラ
ン
ト
の
憲
法
裁
判
所
の
裁
判
と
異
な
る
裁
判
を

し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
当
該
憲
法
裁
判
所
は
、
連
邦
憲
法
裁
判
所
の
裁
判
を
求
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

諸
橋
邦
彦
「
違
憲
審
査
制
の
論
点
」『
シ
リ
ー
ズ
憲
法
の
論
点
⑨
』（
国
立
国
会
図
書
館
及
び
立
法
考
査
局
、
二
〇
〇
六
年
）
一
四
頁
。

B
undesverfassungsgericht, A

nnual Statistics 2019, 19.02.2020. https://w
w

w
.bundesverfassungsgericht. 

de/SharedD
ocs/D

ow
nloads/EN

/Statistik/statistics_201.htm
l

（
最
終
閲
覧
日
二
〇
二
〇
年
九
月
一
日
）。

裁
判
所
法
（
二
〇
〇
〇
年
一
二
月
一
四
日
、
一
六
二-

Ⅱ
）
第
二
一
条
第
三
項
、「
最
高
裁
判
所
総
会
の
法
令
適
用
の
議
題
に
関
す
る
解
説

は
、
一
般
裁
判
所
や
当
該
法
律
な
ど
を
適
用
し
て
い
る
他
の
機
関
、
企
業
、
施
設
、
組
織
お
よ
び
公
務
員
に
対
し
て
拘
束
力
を
持
つ
」。

判
決
の
公
表
版
に
は
法
案
が
添
付
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。

「
裁
判
所
に
関
す
る
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
法
律
」
二
〇
〇
〇
年
一
二
月
一
四
日
制
定
（
一
六
二-

Ⅱ
番
）。

憲
法
裁
判
所
法
第
二
五
条
に
よ
り
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
判
所
は
憲
法
裁
判
所
に
対
し
法
規
範
の
合
憲
性
に
関
す
る
審
理
や

法
規
範
の
解
釈
に
つ
い
て
申
し
立
て
を
す
る
権
利
を
有
す
る
。

O
ʼzbekiston Respublikasi O

liy Sudining Jinoyat Ishlari Bo

‘yicha Sudlov H
ay

’atining Sud A
m

aliyoti, N
azorat ish 

№ 5–633–17

、11

・07

・2017.

（
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
最
高
裁
番
所
刑
事
部
会
の
裁
判
例
、
五-

六
三
三-

一
七
号
、
二
〇
一
七
年
七

月
一
一
日
）

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
憲
法
一
三
条
及
び
二
六
条
。

第
一
三
条
「
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国
の
民
主
主
義
は
全
人
類
の
原
則
に
基
づ
く
も
の
で
あ
り
、
人
間
、
人
命
、
自
由
、
名
誉
、
尊
厳
、
そ
の

他
の
固
有
の
権
利
を
至
上
の
価
値
と
す
る
。
民
主
主
義
に
お
け
る
権
利
と
自
由
は
憲
法
及
び
法
律
に
よ
り
保
護
さ
れ
る
」。

第
二
六
条
「
被
疑
者
と
し
て
告
知
さ
れ
て
い
る
何
人
も
、
事
件
が
合
法
的
に
（
法
律
上
）、
公
開
の
訴
訟
手
続
き
よ
っ
て
そ
の
犯
罪
責
任
が
確

定
さ
れ
な
い
と
無
罪
で
あ
る
」
と
の
こ
と
で
あ
る
。

行
政
的
責
任
法
典
第
一
六
五
条
（
ラ
イ
セ
ン
ス
や
そ
の
他
の
許
可
な
し
に
企
業
活
動
に
従
事
す
る
行
為
）、
第
一
七
六
条
（
違
法
企
業
活

（
48
）

（
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）

（
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）

（
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）

（
52
）

（
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）

（
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）

（
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）
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動
）、
第
一
七
六
三
条
（
特
別
ラ
イ
セ
ン
ス
な
し
で
自
動
車
運
輸
に
よ
る
乗
客
輸
送
活
動
に
従
事
す
る
行
為
）、
刑
法
典
第
一
八
八
条
（
違
法
企

業
活
動
）、
第
一
九
〇
条
（
特
別
ラ
イ
セ
ン
ス
な
し
企
業
活
動
に
従
事
す
る
行
為
）。

最
高
裁
判
所
に
お
い
て
行
わ
れ
た
法
廷
に
お
け
る
憲
法
適
用
の
実
際
に
関
す
る
分
析
を
、
元
副
会
議
議
長
で
あ
っ
たV

.M
.

ジ
ュ
イ
コ
ヴ

裁
判
官
の
担
当
の
も
と
で
実
施
さ
れ
て
い
た
。

П
остановления П

ленума В
ерховного С

уда РФ
 «О

 некоторы
х вопросах прим

енения судам
и Конституции РФ

 при 

осущ
ествлении правосудия», 31.10.1995N

8.

「
裁
判
所
に
よ
る
憲
法
適
用
の
い
く
つ
か
の
問
題
に
関
す
る
」
決
定
、
一
九
九
五
年
一
〇
月

三
一
日
、
Ｎ
8
。

Т. Я
. Х

абриева, «И
збранны

е труды
, Том 2», М

осква, 2018г, C
.126-128.

「
ロ
シ
ア
連
邦
に
お
け
る
捜
査
活
動
に
関
す
る
」
法
律
第
八
条
、
刑
事
手
続
法
典
第
一
七
四
条
（
一
九
九
二
年
七
月
二
日
の
改
訂
版
）。

最
高
裁
判
所
総
会
は
一
九
九
四
年
四
月
二
八
日
に
「
通
貨
ま
た
は
有
価
証
券
の
偽
造
に
関
す
る
裁
判
に
つ
い
て
」
の
第
二
号
の
決
定
は
二

〇
〇
一
年
四
月
一
七
日
に
改
正
さ
れ
た
。
次
のU

RL

で
本
決
定
の
初
版
を
見
る
こ
と
が
で
き
る
。https://zakonbase.ru/content/base/ 

3355

（
最
終
閲
覧
日
二
〇
二
〇
年
八
月
二
日
）。

（
57
）

（
58
）

（
59
）

（
60
）

（
61
）
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